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【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

ステート・ストリートＵＳハイ・イールド債

券オープン

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

継続募集額　5,000億円を上限とします｡

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません｡
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
本日、有価証券報告書を提出したことに伴い、平成28年11月18日付をもって提出した有価証券届出書

（以下「原届出書」といいます｡）の一部に訂正すべき事項がありますので､これを訂正するため本訂正

届出書を提出するものです。

Ⅱ【訂正箇所および訂正事項】
原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

※下線部　　　は､訂正部分を示します｡なお､図もしくは表が含まれる部分については､下線を省略する

場合があります｡

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします。

＜訂正・更新後＞

１【ファンドの性格】
（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

① 当ファンドは主として外国投資信託「SPDR（スパイダー）ブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・

イールド債券ETF※1」受益証券への投資を通じて､実質的に米ドル建てハイ・イールド債券へ幅広く分

散投資することにより､中長期的にブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド・ベリー・リ

キッド・インデックス（円ベース）※2に連動する投資成果の獲得を目指して運用を行います｡

※1 正式名称：SPDR® Bloomberg Barclays High Yield Bond ETF

※2 ブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド・ベリー・リキッド・インデックス（円ベー

ス）をベンチマークとします。ベンチマークとは、ファンドの運用にあたって運用成果の目標基

準とする指標です。

② 委託会社は､受託会社と合意のうえ､金5,000億円を限度として信託金を追加できるものとします｡また

委託会社は､受託会社と合意のうえ､当該限度額を変更することができます｡

③ 当ファンドが該当する商品分類､属性区分は次の通りです｡

商品分類表

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産 補足分類

（収益の源泉）

株 式

国 　内 債 券

単位型 不動産投信 インデックス型

海 　外 その他資産

追加型 （　　 ） 特殊型

内 　外 資産複合

（ 　　）

（注）当ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています｡

■ 当ファンドが該当する商品分類

項目 該当する商品分類 内容

単位型・追加型 追加型
一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいいます｡

投資対象地域 海外
目論見書又は投資信託約款において､組入資産による主たる投資収益

が実質的に海外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます｡

投資対象資産

（収益の源泉）
債券

目論見書又は投資信託約款において､組入資産による主たる投資収益

が実質的に債券を源泉とする旨の記載があるものをいいます｡
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補足分類 インデックス型
目論見書又は投資信託約款において､各種指数に連動する運用成果を

目指す旨の記載があるものをいいます｡

属性区分表

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ 対象インデックス

株式 年 1回 グローバル

　一般

大型株 年 2回 日本

中小型株

年 4回 北米 日経 225

債券
ファミリー

ファンド あり

　一般 年 6回 欧州 （　　　）

　国債 （隔月）

　社債 アジア

　その他債券 年12回 ＴＯＰＩＸ

　クレジット属性 （毎月） オセアニア

　（　　 ）

日々 中南米

不動産投信
ファンド・オブ・

ファンズ

なし

その他 アフリカ
その他

（ブルームバーグ・

バークレイズ・

ハイ・イールド・

ベリー・リキッ

ド・インデックス

（円ベース））

その他資産

（投資信託証券

（債券））

（ 　　）

中近東

（中東）

資産複合

資産配分固定型 エマージング

資産配分変動型

※属性区分に記載している「為替ヘッジ」は､対円での為替リスクに対するヘッジの有無を記載しております｡

（注）当ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています｡

■ 当ファンドが該当する属性区分

項目 該当する属性区分 内容

投資対象資産
その他資産（投資信託証券

（債券））

目論見書又は投資信託約款において､株式､債券､不動産投資以外

の資産に投資する旨の記載があるものをいい､括弧内の記載は､組

入資産を表します｡

決算頻度 年12回（毎月）
目論見書又は投資信託約款において､年12回（毎月）決算する旨

の記載があるものをいいます｡

投資対象地域 北米
目論見書又は投資信託約款において､組入資産による投資収益が

北米地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます｡

投資形態
ファンド・オブ・

ファンズ

一般社団法人投資信託協会が定める「投資信託等の運用に関する

規則」第2条に規定するファンド・オブ・ファンズをいいます｡

為替ヘッジ なし

目論見書又は投資信託約款において､為替のヘッジを行わない旨

の記載があるものまたは為替のヘッジを行う旨の記載がないもの

をいいます｡

対象

インデックス

その他

(ブルームバーグ・バークレ

イズ・ハイ・イールド・ベ

リー・リキッド・インデッ

クス（円ベース）)

「その他」とは日経225またはＴＯＰＩＸにあてはまらない全て

のものをいいます｡
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※商品分類､属性区分は､一般社団法人投資信託協会「商品分類に関する指針」に基づき記載しています｡商品分類､属性区分の全

体的な定義等は一般社団法人投資信託協会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご覧ください｡

④ファンドの特色

（２）【ファンドの沿革】

平成23年9月15日　投資信託契約締結､設定､運用開始

（３）【ファンドの仕組み】

① 当ファンドは､「ファンド・オブ・ファンズ方式」により運用を行います｡
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「ファンド・オブ・ファンズ方式」とは､受益者からの資金を当ファンドにて取りまとめ､その資金を

投資対象である外国投資信託「SPDR(スパイダー)ブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド債

券ETF」受益証券および親投資信託「短期国債マザーファンド」受益証券に投資を行い､実質的な運用

を各投資信託で行う仕組みです｡

② ファンドの関係法人

ファンドの関係法人は以下のとおりです｡

1) ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社 (以下「委託会社」といいます｡)

委託会社は､信託財産の運用指図､目論見書および運用報告書の作成等を行います｡

2) 三井住友信託銀行株式会社 (以下「受託会社」といいます｡)

(再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社)

受託会社は､信託財産の管理業務､信託財産の計算等を行います｡また､信託事務の一部につき､日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社と再信託契約を締結し､これを委託することがあります｡

3) 販売会社

販売会社は､受益権の募集の取扱い､販売､一部解約の実行の請求の受付けならびに収益分配金､一部

解約代金および償還金の支払い等を行います｡
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※1 証券投資信託契約

委託会社､受託会社および受益者に関する事項､委託会社および受託会社としての業務に関する事項､受益権に関する事項､信

託の元本､収益の管理および運営に関する事項等が定められます｡

なお､ファンドは､委託会社と受託会社とが証券投資信託契約を締結することにより成立します｡証券投資信託契約は､「投資

信託及び投資法人に関する法律」に基づき､あらかじめ監督官庁に届け出た信託約款の内容に基づいて締結されます｡

※2 証券投資信託受益権の募集および販売の取扱いに関する契約

販売会社の募集の取扱い､換金の取扱い､償還金の支払いの取扱いに係る事務の内容等が定められます｡

③ 委託会社の概況（本書提出日現在）

1) 資本金の額

3億1千万円

2) 沿革

平成10年2月25日 ステート・ストリート投資顧問株式会社 設立

平成10年3月31日 投資顧問業の登録

平成10年8月28日 ステート・ストリート投信投資顧問株式会社に商号変更

平成10年9月30日 投資一任契約に係る業務の認可
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平成10年9月30日 証券投資信託の委託会社としての認可取得

平成19年9月30日 金融商品取引業者の登録

平成20年7月 1日 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社に商号

変更

3) 大株主の状況

氏名又は名称 住所 所有株式数 所有比率

ステート・ストリート・グローバ

ル・アドバイザーズ・ジャパン・

ホールディングス合同会社

東京都港区虎ノ門一丁目23番1号虎

ノ門ヒルズ森タワー
6,200株 100％

２【投資方針】
（１）【投資方針】

当ファンドは主として米ドル建て外国投資信託「SPDR(スパイダー)ブルームバーグ・バークレイズ・

ハイ・イールド債券ETF」受益証券（以下「SPDRハイ・イールドETF」といいます｡）への投資を通じ

て､実質的に米ドル建てハイ・イールド債券へ幅広く分散投資することにより､中長期的にブルーム

バーグ・バークレイズ・ハイ・イールド・ベリー・リキッド・インデックス（円ベース）に連動する

投資成果の獲得を目指して運用を行います｡

① ブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド・ベリー・リキッド・インデックス（円ベース）

をベンチマークとします｡

② SPDRハイ・イールドETFの組入比率は原則として高位を維持し､短期国債マザーファンド受益証券の

組入れも行います｡

③ 外貨建資産については､原則として為替ヘッジを行いません｡

④ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスクおよび為替変動リス

クを回避するため､デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをいい､約款第

19条､第20条および第21条に定めるものに限ります｡以下同じ｡）を行うことができます｡

⑤ 信託財産の効率的な運用に資するため､信託財産に属する有価証券の貸付けを行うことができます｡

⑥ 信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため､一部解約に伴う支払資金の手当て（一

部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます｡）を目的として､または再

投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として､資金借入れ（コール市場を通じる場合を

含みます｡）の指図をすることができます｡

⑦ 大量の追加設定または解約が発生したとき､市況の急激な変化が予想されるとき､償還の準備に入っ

たときならびに残存元本が運用に支障をきたす水準となったとき等やむを得ない事情が発生した場

合には､上記のような運用が行われない場合や､当ファンドの投資目的が達成されない場合がありま

す｡

（２）【投資対象】

① 投資の対象とする資産の種類

当ファンドにおいて投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。

1) 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で定め

るものをいいます。以下同じ。）

（a）有価証券

（b）デリバティブ取引に係る権利

（c）金銭債権

（d）約束手形

2) 特定資産以外の資産で、次に掲げる資産

（a）為替手形

② 投資の対象とする有価証券の指図範囲等

委託会社は､信託金を､主として米ドル建て外国投資信託「SPDR(スパイダー)ブルームバーグ・バー

クレイズ・ハイ・イールド債券ETF」受益証券およびステート・ストリート・グローバル・アドバ

イザーズ株式会社を委託会社とし､三井住友信託銀行株式会社を受託会社として締結された短期国

債マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます｡）の受益証券（以下「マザーファンド受
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益証券」といいます｡）ならびに次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます｡）に投資することを指図します(信託約款第15条)｡

1)　株券または新株引受権証書

2)　国債証券

3)　地方債証券

4)　特別の法律により法人の発行する債券

5)　社債券(新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます｡）の新株引受権証券を除きます｡)

6)　特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第2条第1項第4号で定めるものをいいます｡）

7)　特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第2条第1項第6号で定

めるものをいいます｡）

8)　協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第7号で定めるものをいい

ます｡）

9)　特定目的会社に係る優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第8号で定めるものをいいま

す｡）

10) コマーシャル・ペーパー

11) 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます｡以下同じ｡）および

新株予約権証券

12) 外国または外国の者の発行する証券または証書で､前号までの証券または証書の性質を有する

もの

13) 投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるものをい

います｡）

14) 投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定め

るものをいいます｡）

15) 外国貸付債権信託受益証券 (金融商品取引法第2条第1項第18号で定めるものをいいます｡)

16) オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第2条第1項第19号で定めるものをい

い､有価証券に係るものに限ります｡）

17) 預託証書（金融商品取引法第2条第1項第20号で定めるものをいいます｡）

18) 外国法人が発行する譲渡性預金証書

19) 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に表示されるべきもの

20) 外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの

21) 指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受益

証券に限ります｡）

22) 抵当証券（金融商品取引法第2条第1項第16号で定めるものをいいます｡）

なお､上記1)の証券または証書､上記12)および17)の証券または証書のうち上記1)の証券または

証書の性質を有するものを以下「株式」といい､上記2)から6)までの証券ならびに上記12)およ

び17)の証券または証書のうち上記2)から6)までの証券の性質を有するものを以下「公社債」

といい､上記13)の証券および14)の証券を以下「投資信託証券」といいます｡

③ 委託会社は､信託金を､上記②に掲げる有価証券のほか､次に掲げる金融商品により運用することを指

図することができます(信託約款第15条第2項)｡

1)　預金

2)　指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます｡）

3)　コール・ローン

4)　手形割引市場において売買される手形

④ 上記②の規定にかかわらず､この信託の設定､解約､償還､投資環境の変動等への対応等､委託会社が運

用上必要と認めるときには､委託会社は､信託金を､上記③に掲げる金融商品により運用することの指

図ができます(信託約款第15条第3項)｡

⑤ 委託会社は､信託財産に属する投資信託証券（マザーファンド受益証券および上場投資信託証券（取

引所に上場等され､かつ当該取引所において常時売却可能（市場急変等により一時的に流動性が低下

している場合を除きます｡）な投資信託証券）を除きます｡）の時価総額とマザーファンドの信託財

産に属する投資信託証券（上場投資信託証券を除きます｡以下同じ｡）の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額との合計額が､信託財産の純資産総額の100分の5を超えることとなる投資の指図

をしません｡
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⑥ 委託会社は､信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの

信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみな

した額との合計額が､信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません｡

⑦ 委託会社は､信託財産に属する株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する株式の時価総額

のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が､信託財産の純資産総額の100分の10を超えるこ

ととなる投資の指図をしません｡

⑧ 上記⑤から⑦において信託財産に属するとみなした額とは､信託財産に属するマザーファンド受益証

券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める投資信託証券､新株引受権証券およ

び新株予約権証券ならびに株式の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます｡

＜投資対象とする投資信託の概要＞

外国投資信託「SPDR（スパイダー）ブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド債券ETF」受益証券

ファンド形態
米ドル建て外国投資信託（米国ニューヨーク証券取引所ARCA上場）

／オープン・エンド型

運用の基本方針

主として米ドル建てハイ・イールド債券に投資し､ブルームバーグ・

バークレイズ・ハイ・イールド・ベリー・リキッド・インデックス

のリターンに､費用控除前で､おおむね一致する投資成果を提供する

ことを目指します｡

決算日 毎年6月30日

収益分配方針

債券利息等の収益があれば“インカム分配金”として通常は毎月､売

買純利益があれば“キャピタル分配金”として少なくとも年1回は支

払われる予定ですが､それは投資成果に応じて､もしくは米国の国税

収入局の規約に則って決定されます｡

運用報酬等
純資産総額に対して年率0.40％程度（運用報酬等は､本書提出日現在

における料率であり､将来変更される可能性があります｡）

設定日 2007年11月28日

運用会社 SSGAファンド・マネジメント・インク（SSGA Funds Management, Inc.）

アドミニストレーター
ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー

（State Street Bank and Trust Company）

＜SSGAファンド・マネジメント・インクの概要＞

SSGAファンド・マネジメント・インクは､2001年に米国（マサチューセッツ州ボストン市）において設立さ

れた運用会社であり､ステート・ストリート・コーポレーションの100％子会社です｡同社は米国証券取引委

員会（SEC）に登録された運用会社として､上記の上場投資信託（ETF）を始めとして多くの「SPDR（スパイ

ダー）トラスト・シリーズ」のETFなどを運用しています｡なお､SSGAとは､ステート・ストリート・グロー

バル・アドバイザーズのイニシャルです｡
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親投資信託「短期国債マザーファンド」受益証券

〔参考〕商品分類 親投資信託／国内／債券

運用の基本方針
主として国債を中心に日本の短期公社債等に投資し､安定した投資成

果の獲得を目指して運用を行います｡

決算日 毎年4月15日（ただし､該当日が休日の場合は翌営業日）

収益分配方針 収益は償還（信託終了）まで留保し､分配は行いません｡

信託報酬 ありません｡

設定日 2009年7月21日

委託会社 ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

受託会社 三井住友信託銀行株式会社

（３）【運用体制】
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委託会社において、運用部の各ファンド担当者がそのポートフォリオ管理・運用を行っています。運用

モデル／プロセスは基本的に、グループ会社、ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カ

ンパニー（所在地：アメリカ合衆国マサチューセッツ州ボストン市）の資産運用部門であるステート・

ストリート・グローバル・アドバイザーズを中心とした各運用戦略グループ全体で共通のものを使用

し、またモデルの改善､運用パフォーマンス､市場環境に関する情報などについて海外運用拠点と十分な

コミュニケーションをとることによって、質の高い運用サービスの提供を目指しています。

ファンド担当者は、いずれも国内外の有価証券市場に精通した経験豊富な投資運用の専門家であり、資

産クラス・運用戦略ごとの運用チームに配置されています。また、チーム・アプローチによって運用を

行うため、特定の担当者に依存することない安定した運用体制となっています。

運用の報告は、投資政策委員会に対してなされます。投資政策委員会は、チーフ・インベストメント・

オフィサー、各運用戦略責任者、業務管理部責任者、コンプライアンス責任者等により構成されていま

す。投資政策委員会においては､各ファンドのパフォーマンス､ガイドラインに対する適合性､同一戦略の

ファンド間でのパフォーマンスの乖離状況等の報告を受けます。

（注）ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニーは、資産運用部門であるステー

ト・ストリート・グローバル・アドバイザーズの業務について、平成29年6月1日付にてステー
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ト・ストリート・グループの新会社ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ・トラ

スト・カンパニーに譲渡する予定です。なお、新会社への譲渡後も、運用の体制やプロセス、投

資方針等に変更はありません。

上記運用体制は本書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

（４）【分配方針】

収益分配方針

毎決算時（原則として毎月20日｡ただし､該当日が休日の場合は翌営業日）に､原則として次のとおり

収益分配を行う方針です｡

① 分配対象額は経費控除後の利子､配当収入および売買益（評価益を含みます｡）等の範囲内としま

す｡

② 分配金額は､委託会社が基準価額水準､市況動向等を勘案して決定します｡ただし､分配対象金額が

少額の場合には分配を行わないことがあります｡

③ 留保益の運用については､特に制限を設けず､委託会社の判断に基づき､元本部分と同一の運用を

行います｡

なお､上記は収益分配方針であり､将来の分配金の支払いについて保証するものではありません｡

※当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金受取コース」があります。なお、取扱い可能

なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問い合わせくださ

い。
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（５）【投資制限】

① 信託約款の「運用の基本方針」に定める投資制限

1) SPDRハイ・イールドETFおよびマザーファンド受益証券の投資割合には制限を設けません｡

2) 株式への投資は､転換社債の転換請求および新株予約権（会社法第236条第1項第3号の財産が当

該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在

し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ3第1項第

7号および第8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といい
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ます｡）の新株予約権に限ります｡）の行使により取得可能なものに限り､実質投資割合は､信託

財産の純資産総額の10％以下とします｡

3) 投資信託証券（マザーファンド受益証券および上場投資信託証券を除きます｡）の実質投資割合

は､信託財産の純資産総額の5％以下とします｡

4) 外貨建資産の実質投資割合には制限を設けません｡

5) 新株引受権証券および新株予約権証券の実質投資割合は､信託財産の純資産総額の10％以下とし

ます｡

6) デリバティブ取引は､下記② 2)､3)､4)の範囲で行います｡

7) 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エク

スポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率

は、原則として、それぞれ100分の10、合計で100分の20を超えないものとし、当該比率を超え

ることとなった場合には、委託者は、一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以内とな

るよう調整を行うこととします。

② 信託約款上のその他の投資制限

1) 投資する株式等の範囲(信託約款第18条)

委託会社が投資することを指図する株式は､転換社債の転換請求および新株予約権（会社法第

236条第1項第3号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予

約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前

の旧商法第341条ノ3第1項第7号および第8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型

新株予約権付社債」といいます｡）の新株予約権に限ります｡）の行使により取得可能なものに

限り､取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの､または取引所に準ずる市場にお

いて取引されている株式の発行会社の発行するもの（上場予定または登録予定の株式で目論見

書等において上場または登録されることが確認できるものを含みます｡）とします｡ただし､株主

割当または社債権者割当により取得する株式については､この限りではありません｡

2) 先物取引等の運用指図(信託約款第19条)

(a) 委託会社は､信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスク

および為替変動リスクを回避するため､わが国の取引所における有価証券先物取引（金融

商品取引法第28条第8項第3号イに掲げるものをいいます｡）､有価証券指数等先物取引（金

融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものをいいます｡）および有価証券オプション

取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ハに掲げるものをいいます｡）ならびに外国の取

引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます｡なお､選

択権取引はオプション取引に含めるものとします（以下同じ｡)｡

(b) 委託会社は､信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスク

および為替変動リスクを回避するため､わが国の取引所における通貨に係る先物取引およ

びオプション取引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物取引およびオプション取

引を行うことの指図をすることができます｡

(c) 委託会社は､信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスク

および為替変動リスクを回避するため､わが国の取引所における金利に係る先物取引およ

びオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの

指図をすることができます｡

3) スワップ取引の運用指図(信託約款第20条)

(a) 委託会社は､信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスク

および為替変動リスクを回避するため､異なった通貨､異なった受取り金利または異なった

受取り金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といい

ます｡）を行うことの指図をすることができます｡

(b) スワップ取引の指図にあたっては､当該取引の契約期限が､原則として当ファンドの信託期

間を超えないものとします｡ただし､当該取引が当該信託期間内で全部解約可能なものにつ

いてはこの限りではありません｡

(c) スワップ取引の指図にあたっては､当該信託財産に係るスワップ取引の想定元本の総額と

マザーファンドの信託財産に係るスワップ取引の想定元本の総額のうち当該信託財産に属

するとみなした額との合計額（以下「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます｡）

が､信託財産の純資産総額を超えないものとします｡なお､信託財産の一部解約等の事由に

より､上記純資産総額が減少してスワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の純資産総

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

14/77



額を超えることとなった場合には､委託会社は速やかに､その超える額に相当するスワップ

取引の一部解約を指図するものとします｡

(d) 上記(c)においてマザーファンドの信託財産に係るスワップ取引の想定元本の総額のうち

信託財産に属するとみなした額とは､マザーファンドの信託財産に係るスワップ取引の想

定元本の総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザー

ファンド受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます｡

(e) スワップ取引の評価は､当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算定した価額で

評価するものとします｡

(f) 委託会社は､スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は､担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします｡

4) 金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図(信託約款第21条)

(a) 委託会社は､信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスク

および為替変動リスクを回避するため､金利先渡取引および為替先渡取引を行うことの指

図をすることができます｡

(b) 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては､当該取引の決済日が､原則として当

ファンドの信託期間を超えないものとします｡ただし､当該取引が当該信託期間内で全部解

約が可能なものについてはこの限りではありません｡

(c) 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は､当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をも

とに算定した価額で評価するものとします｡

(d) 委託会社は､金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れ

が必要と認めたときは､担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします｡

5) 有価証券の貸付の指図および範囲(信託約款第22条)

(a) 委託会社は､信託財産の効率的な運用に資するため､信託財産に属する有価証券を貸付ける

ことの指図をすることができます｡

(b) 委託会社は､有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは､担保の受入れの指図を行うも

のとします｡

6) 公社債の空売りの指図範囲(信託約款第23条)

(a) 委託会社は､信託財産の効率的な運用に資するため､信託財産の計算においてする信託財産

に属さない公社債を売付けることの指図をすることができます｡なお､当該売付けの決済に

ついては､公社債（信託財産により借入れた公社債を含みます｡）の引渡しまたは買戻しに

より行うことの指図をすることができるものとします｡

(b) 上記(a)の売付けの指図にあたっては､当該売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純

資産総額の範囲内とします｡

(c) 信託財産の一部解約等の事由により､上記(b)の売付けに係る公社債の時価総額が信託財産

の純資産総額を超えることとなった場合には､委託会社は速やかに､その超える額に相当す

る売付けの一部を決済するための指図をするものとします｡

7) 公社債の借入れ(信託約款第24条)

(a) 委託会社は､信託財産の効率的な運用に資するため､公社債の借入れの指図をすることがで

きます｡なお､当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは､担保

の提供の指図を行うものとします｡

(b) 上記(a)の指図にあたっては､当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額

の範囲内とします｡

(c) 信託財産の一部解約等の事由により､上記(b)の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産

の純資産総額を超えることとなった場合には､委託会社は速やかに､その超える額に相当す

る借入れた公社債の一部を返還するための指図をするものとします｡

(d) 上記(a)の借入れに係る品借料は信託財産中から支弁します｡

8) 特別の場合の外貨建有価証券への投資制限(信託約款第25条)

外貨建有価証券への投資については､わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる

場合には､制約されることがあります｡

9) 外国為替予約取引の指図および範囲(信託約款第26条)

(a) 委託会社は､信託財産の効率的な運用に資するため､ならびに信託財産に属する外貨建資産

の額とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした

額との合計額についての為替変動リスクを回避するため､もしくはベンチマークとの連動

性を維持するため､外国為替の売買の予約取引の指図をすることができます｡
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(b) 上記(a)の予約取引の指図は､原則として信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の

合計額との差額につき円換算した額が､信託財産の純資産総額を超えないものとします｡た

だし､信託財産に属する外貨建資産の額とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産

のうち信託財産に属するとみなした額との合計額の為替変動リスクを回避するため､もし

くはベンチマークとの連動性を維持するための当該予約取引の指図については､この限り

ではありません｡

(c) 上記(b)の限度額を超えることとなった場合には､委託会社は所定の期間内にその超える額

に相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするもの

とします｡

(d) 上記(a)および(b)において信託財産に属するとみなした額とは､信託財産に属するマザー

ファンド受益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資

産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます｡

10) デリバティブ取引等にかかる投資制限（信託約款第21条の2）

委託者は、デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な方

法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

（参考）「短期国債マザーファンド」の投資方針の概要

当ファンドが主たる投資対象とする「短期国債マザーファンド」の投資方針の概要は､以下の通りです｡

(1) 基本方針

この投資信託は､主として国債を中心に日本の短期公社債等に投資を行い､安定した投資成果の獲得を

めざして運用を行います｡

(2) 運用方法

1. 投資対象

日本の短期公社債等を主要投資対象とします｡

2. 投資態度

① 満期1年以内の日本の国債を主要投資対象とします｡

② 公社債の組入比率は原則として高位を維持します｡

③ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため､ならびに価格変動リスクを回避するため､国内

において行われるデリバティブ取引（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをいい､約款第16

条､第17条および第18条に定めるものに限ります｡以下同じ｡）を行うことができます｡

④ 信託財産の効率的な運用に資するため､信託財産に属する有価証券の貸付けを行うことができます｡

⑤ 大量の追加設定または解約が発生したとき､市況の急激な変化が予想されるとき､償還の準備に入っ

たときならびに残存元本が運用に支障をきたす水準となったとき等やむを得ない事情が発生した場

合には､上記のような運用が行われない場合や､当ファンドの投資目的が達成されない場合がありま

す｡

(3) 投資対象

① この信託において投資の対象とする資産の種類は､次に掲げるものとします｡

1) 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは､投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で定め

るものをいいます｡以下同じ｡）

(a)有価証券

(b)デリバティブ取引に係る権利

(c)金銭債権

(d)約束手形

2) 次に掲げる特定資産以外の資産

(a)為替手形

② 委託会社は､信託金を､主として次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券と

みなされる同項各号に掲げる権利を除きます｡）に投資することを指図します｡

1) 株券または新株引受権証書

2) 国債証券

3) 地方債証券

4) 特別の法律により法人の発行する債券

5) 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます｡）の新株引受権証券を除きます｡）

6) 特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第2条第1項第4号で定めるものをいいます｡）
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7) 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第2条第1項第6号で定め

るものをいいます｡）

8) 協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第7号で定めるものをいいま

す｡）

9) 特定目的会社に係る優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第8号で定めるものをいいま

す｡）

10)コマーシャル・ペーパー

11)新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます｡以下同じ｡）および

新株予約権証券

12)投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるものをいいます｡）

13)投資証券もしくは投資法人債券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定めるものをいいます｡）

14)オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第2条第1項第19号で定めるものをいい､

有価証券に係るものに限ります｡）

15)預託証書（金融商品取引法第2条第1項第20号で定めるものをいいます｡）

16)貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に表示されるべきもの

17)指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益

証券に限ります｡）

18)抵当証券（金融商品取引法第2条第1項第16号で定めるものをいいます｡）

なお､上記1)の証券または証書､上記15)の証書のうち上記1)の証券または証書の性質を有するもの

を以下「株式」といい､上記2)から6)までの証券ならびに上記15)の証書のうち上記2)から6)までの

証券の性質を有するものを以下「公社債」といい､上記12)および13)の証券を以下「投資信託証

券」といいます｡

③ 委託会社は､信託金を､上記②に掲げる有価証券のほか､次に掲げる金融商品により運用することを

指図することができます｡

1) 預金

2) 指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます｡）

3) コール・ローン

4) 手形割引市場において売買される手形

④ 上記②の規定にかかわらず､この信託の設定､解約､償還､投資環境の変動等への対応等､委託会社が

運用上必要と認めるときには､委託会社は､信託金を､上記③に掲げる金融商品により運用すること

の指図ができます｡

⑤ 委託会社は､信託財産に属する株式の時価総額が､信託財産の純資産総額の100分の10を超えること

となる投資の指図をしません｡

⑥ 委託会社は､信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額が､信託財産の純資

産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません｡

⑦ 委託会社は､信託財産に属する投資信託証券の時価総額が､信託財産の純資産総額の100分の5を超え

ることとなる投資の指図をしません｡

(4) 主な投資制限

① 公社債の投資割合には制限を設けません｡

② 満期1年を超える公社債への投資は行いません｡

③ 株式への投資は､転換社債の転換請求および新株予約権（会社法第236条第1項第3号の財産が当該新

株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ない

ことをあらかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ3第1項第7号および第

8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます｡）の新株予

約権に限ります｡）の行使により取得可能なものに限り､投資割合は､信託財産の純資産総額の10％

以下とします｡

④ 投資信託証券の投資割合は､信託財産の純資産総額の5％以下とします｡

⑤ 外貨建資産への投資は行いません｡

⑥ デリバティブ取引は､約款第16条､第17条および第18条の範囲で行います｡

⑦ 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則

として、それぞれ100分の10、合計で100分の20を超えないものとし、当該比率を超えることとなっ
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た場合には、委託者は、一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を行う

こととします。

⑧ デリバティブ取引等にかかる投資制限（信託約款第18条の2）

委託者は、デリバティブ取引等について、一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な方法に

より算出した額が、信託財産の純資産総額を超えることとなる投資の指図をしません。

３【投資リスク】
(1) ファンドのリスク特性

当ファンドは､主に外国投資信託への投資を通じて､実質的に米ドル建てハイ・イールド債券に投資を

行いますが､主として以下に掲げる要因等により基準価額が大きく変動する場合があり、その運用成果

（損益）はすべて投資者の皆さまに帰属します｡

したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損

失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

なお、投資信託は預貯金とは異なります。

当ファンドの主なリスクおよび留意点は以下のとおりですが、当ファンドのリスクおよび留意点を完

全に網羅しておりませんのでご注意ください。また、ファンドのリスクは以下に限定されるものでは

ありません。

① 金利変動リスク

公社債等（ハイ・イールド債券を含む｡以下同じ｡）の価格は､一般に金利が上昇した場合には下落

し､金利が下落した場合には上昇します（価格の変動幅は､残存期間､発行体､公社債の種類等により

異なります｡）｡従って､金利が上昇した場合､当ファンドが実質的に保有する公社債等の価格が下落

し､基準価額が下落する要因となります｡

なお､ハイ・イールド債券は､一般に信用度が高い高格付けの債券と比較して､相対的に高い利回り

を享受することが期待できる一方で､価格が大きく変動する傾向があると考えられています｡

② 信用リスク

公社債等の発行体の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等､信用状況に

よって公社債等の価格は変動します｡特に､発行体が財政難､経営不安等により､利息および償還金を

あらかじめ決定された条件で支払うことができなくなった場合（債務不履行）､またはできなくな

ることが予想される場合には､大きく下落します（利息および償還金が支払われないこともありま

す｡）｡従って､このような状態が生じた場合には､当ファンドが実質的に保有する公社債等の価格が

下落し､基準価額が下落する要因となります｡

なお､ハイ・イールド債券は､一般に信用度が高い高格付けの債券と比較して､債務不履行および支

払遅延が生じるリスクが高いと考えられています｡

また､当ファンドの資産をコール・ローン､譲渡性預金等の短期金融商品で運用する場合（投資信託

またはマザーファンドへの投資を通じて実質的に運用する場合を含む）にも､債務不履行などによ

り損失が発生することがあります｡運用資産の規模等によっては､当ファンドの基準価額が大きく変

動する可能性があります｡

③ 為替リスク

当ファンドの主要投資対象である投資信託は外貨建て（実質的に保有する公社債等も外貨建て）で

あり､また当ファンドは外貨建資産について原則として為替ヘッジを行いませんので､当ファンドの

基準価額は為替変動の影響を受けます｡

④ 流動性リスク

投資対象となる有価証券の市場規模や取引量が少ない状況や解約資金を手当てするために実質的に

保有する有価証券を大量に売却しなければならない状況においては､有価証券の取得､売却時の売買

価格は取引量の大きさに影響を受け､市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク､評

価価格どおりに売却できないリスク､あるいは価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリス

クがあり､その結果､不測の損失を被るリスクがあります｡

なお､ハイ・イールド債券は､一般に信用度が高い高格付けの債券と比較して､市場規模や取引量が

小さく､流動性が低いため､本来の投資価値とは乖離した価格水準で取引される場合もあり､価格が

大きく変動する傾向があると考えられています｡

また､解約資金の手当てが間に合わず､売却した有価証券等の売却代金回収までの期間､一時的に当

ファンドで資金借入を行うことによって解約金の支払いに対応する場合があり､その場合の借入金

利は当ファンドが負担することになります｡

⑤ ファンド・オブ・ファンズ方式のリスク
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当ファンドは､複数の投資信託に投資するファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行いますが､当

ファンドの信託期間が終了する以前に､主要投資対象とする投資信託が存続しないこととなった場

合や組入ができなくなった場合には当ファンドは繰上償還となります｡

また､投資対象の投資信託が上場されている場合は､市場規模や取引量が少ない状況や解約資金を手

当てするために実質的に保有する投資信託を大量に売却しなければならない状況においては､投資

信託の取得､売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を受け､市場実勢から期待できる価格どおり

に取引できないリスク､評価価格どおりに売却できないリスク､あるいは価格の高低に関わらず取引

量が限られてしまうリスクがあり､その結果､不測の損失を被るリスクがあります｡

一方､上場されていない場合は､他の投資家による追加設定・解約等に伴う資金変動等があり､その

結果､当投資信託において有価証券の売買等が行われた場合等には､その売買による組入有価証券等

の価格の変化や売買手数料等の負担が当投資信託の基準価額に影響を及ぼすことがあるため､これ

により､当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があります｡

⑥ 資産担保証券のリスク

MBS､ABS等（資産担保証券）の期限前償還リスクを伴う債券は､資産担保証券の原資産となっている

住宅ローンや自動車ローン等は､一般的に金利が低下すると借換えによる返済が増え､逆に金利が上

昇すると借換えによる返済が減少する傾向があります（期限前返済は金利変動の他にも様々な要因

の影響を受けます｡）｡一般的に金利が低下した場合､低金利ローンへの借換えが増加することによ

り資産担保証券の期限前償還が増加し､当初期待した利回りでの再投資ができない可能性､もしくは

証券を額面価額より高く購入している場合､償還損を被る可能性等があります｡こうした要因により

当ファンドの基準価額が下落することがあります｡なお､金利変動の価格に影響を与える度合いは､

個々の資産担保証券の特性によっても異なります｡

MBSは多数の住宅ローンを担保として発行されますので､担保となる住宅ローンの中にはいわゆるサ

ブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融資）と考えられる信用力の低いものも一部含まれ

ています｡また､資産担保証券の価格は､発行体の信用状況によっても変動します｡特に､発行体が財

政難､経営不安等により､利息および償還金をあらかじめ決定された条件で支払うことができなく

なった場合（債務不履行）､または､できなくなることが予想される場合には､資産担保証券の価格

が大きく下落することもあります（債務不履行の場合､予定されていた利息および償還金が支払わ

れないこともあります｡）｡

資産担保証券を売買しようとする際に､市場の流動性が著しく低下している場合があります｡この場

合､資産担保証券の価格が大きく変動することがあり､これに伴い当ファンドの基準価額が大きく乱

高下することがあります｡

⑦ 投資対象国への投資リスク

当ファンドが実質的に保有する有価証券の発行国（投資対象国）における政治不安や社会不安､あ

るいは他国との外交関係の悪化などの要因により､投資成果に大きく影響することがあります｡ま

た､投資対象国の政府当局による､海外からの投資規制や課徴的な税制､海外からの送回金規制など

の様々な規制の導入や政策変更等により､投資対象国の有価証券への投資に悪影響が及ぶ可能性が

あります｡

⑧ デリバティブ取引のリスク

先物・スワップ取引等のデリバティブ取引を用いた投資手法は運用の効率を高めるため､または証

券価格､市場金利､為替等の変動による当ファンドおよびマザーファンドへの影響を低減するために

用いられますが､デリバティブ取引は必ず用いられるわけではなく､また用いられたとしても本来の

目的を達成できる保証はありません｡

⑨ パッシブ運用のリスク

当ファンドおよび主要投資対象の外国投資信託はパッシブ運用を採用しています｡パッシブ運用と

は､ベンチマーク（参考指数）とするインデックスと連動する投資成果を目指す運用手法であり､

ファンド・マネジャーが経済情勢､市場分析等に基づき個別銘柄の売買を行うことによりインデッ

クスを上回る投資成果を目指すアクティブ運用とは異なります｡

当ファンドは､投資成果をインデックスにできるだけ連動させるため､主要投資対象の外国投資信託

の組入比率は原則として高位を維持します｡ただし､インデックス採用銘柄の変更や資本異動等によ

り主要投資対象の外国投資信託においてポートフォリオの調整が行われる場合等､個別銘柄の売買

等にあたりマーケット・インパクトを受ける可能性があるため､主要投資対象の外国投資信託の基

準価額の変動率がインデックスの変動率に一致せず､当ファンドの投資成果がインデックスの投資

成果に連動しない場合があります｡
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(2) その他の留意点

当ファンドのお取引に関しては､金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適

用はありません｡

(3) リスク管理体制

運用部に属するポートフォリオ・マネージャーは信託約款に定める運用方針に加え､内部ガイドライ

ンを作成し､徹底したリスク管理と厳格なポートフォリオ管理を行います｡

業務管理部の運用評価グループは､毎月パフォーマンス分析レポートを作成し､月次収益率と対ベン

チマーク超過リターンの算出と要因分析を行います｡

コンプライアンス・リスクマネジメント部では､全ファンドにおける運用ガイドライン遵守状況を運

用部から離れた立場で確認しております｡

投資政策委員会において投資行動やパフォーマンスに関する運用の報告内容を確認するとともに､毎

月末の運用ガイドライン遵守状況等の確認をします｡

上記リスクに対する管理体制は本書提出日現在のものであり､今後変更となる場合があります｡
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

① 申込手数料は、購入申込日の翌営業日の基準価額に2.16％（税抜2.0％）の率を乗じて得た額を上

限として販売会社が個別に定める額とします（申込手数料は販売会社によるファンドの募集・販

売の事務等の対価です）。申込手数料には消費税等相当額がかかります｡

詳細については販売会社または委託会社の照会先にお問い合わせください｡

② 「自動けいぞく投資コース」を選択した受益者が収益分配金を再投資する場合の申込手数料は､無

手数料とします｡

（２）【換金（解約）手数料】

換金（解約）手数料はありません｡

（３）【信託報酬等】

信託報酬の総額は、日々のファンドの純資産総額に年率0.5724％（税抜0.53％）の信託報酬率を乗じ

て得た額とします。

ファンドの信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）は、毎計算期末（当日が休業日

の場合は翌営業日とします。）または信託終了のときに信託財産中から支払います。

＜信託報酬率の配分（税抜）＞

支払先 信託報酬率（年率） 役務の内容

委託会社 0.20％ 委託した資金の運用の対価

販売会社 0.30％
交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド
の管理、購入後の情報提供等の対価

受託会社 0.03％ 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

※外国投資信託「SPDRブルームバーグ・バークレイズ・ハイ・イールド債券ETF」受益証券において、

別途、運用報酬等として純資産総額に対し年率0.40％を乗じて得た額が控除され、実質的な信託報

酬は合計で年率0.9724％程度となります。なお、この運用報酬等は、将来変更される可能性があり

ます。

（４）【その他の手数料等】

① 信託財産に関する租税､信託財産の財務諸表の監査に要する費用（消費税等相当額を含みます｡）

等の信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の利息（以下「諸経費」と

いいます｡）は､受益者の負担とし､信託財産中から支弁します（信託約款第37条）｡

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/77



② 信託財産で有価証券の売買を行う際に発生する売買委託手数料､当該売買委託手数料に係る消費税

等相当額､信託財産に属する資産を外国で保管する場合の費用は､信託財産中より支弁します｡

上記のほか､信託約款の規定に基づく運用指図等により生じた費用をご負担いただく場合があります｡

その他の手数料等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示すること

はできません。

※上記（１）～（４）の当該手数料等の合計額については、投資者の皆さまがファンドを保有される期

間等に応じて異なりますので、表示することはできません。

（５）【課税上の取扱い】

課税上は株式投資信託として取り扱われ､日本の居住者（法人を含みます｡）である受益者について

は､以下のような取扱いとなります｡なお､税制が改正された場合には､その内容が変更されることがあ

ります｡

■個人、法人別の課税について■

◆個人の投資家に対する課税

＜収益分配金に対する課税＞

分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％（所得税15.315％および地方税5％）

の税率による源泉徴収が行われます。

なお、確定申告により、申告分離課税もしくは総合課税（配当控除は適用されません。）のいずれ

かを選択することもできます。

＜換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対する課税＞

換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）については、申告分離課税により20.315％（所得税

15.315％および地方税5％）の税率が適用されます。ただし、特定口座（源泉徴収選択口座）の利用

も可能です。

換金（解約）時および償還時の差損（譲渡損失）については、確定申告等により、上場株式等の譲

渡益、上場株式等の配当等および特定公社債等の利子所得（申告分離課税を選択した場合に限りま

す。）との損益通算が可能です。また、換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）、普通分配

金および特定公社債等の利子所得（申告分離課税を選択した場合に限ります。）については、上場

株式等の譲渡損失と損益通算が可能です。

※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。

※少額投資非課税制度（NISA）、未成年者少額投資非課税制度（ジュニアNISA）をご利用の場合、毎

年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定

期間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に

該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合せください。

◆法人の投資者に対する課税

分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金（解約）時および償還時の個別元本超過額に

ついては、15.315％（所得税15.315％）の税率で源泉徴収※が行われます。なお、地方税の源泉徴収

はありません。

※源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除

＜注1＞個別元本について

① 投資者ごとの信託時の受益権の価額等が当該投資者の元本（個別元本）にあたります。

② 投資者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該投資者が追加信託を

行うつど当該投資者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。
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ただし、個別元本は、複数支店で同一ファンドをお申込みの場合などにより把握方法が異なる

場合がありますので、販売会社にお問い合わせください。

③ 投資者が元本払戻金（特別分配金）を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当

該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該投資者の個別元本となります。

＜注2＞収益分配金の課税について

① 追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「元本払戻金（特別分配金）」（投資者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があ

ります。

② 投資者が収益分配金を受取る際、イ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元

本と同額の場合または当該投資者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額

が普通分配金となり、ロ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元本を下回っ

ている場合には、その下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、当該収益分配金か

ら当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通分配金となります。

※上記は、平成29年2月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更

になることがあります。

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。
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５【運用状況】

（１）【投資状況】

（平成29年2月28日現在）

種類 国／地域名 時価合計（円） 投資比率(％)

投資信託受益証券 アメリカ 340,157,462 99.35

親投資信託受益証券 日本 49,960 0.02

コール・ローン、その他資産（負債控除後） 2,164,111 0.63

純資産総額 342,371,533 100.00

（注）投資比率は、純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率です。

＜参考情報＞

親投資信託受益証券（短期国債マザーファンド）

（平成29年2月28日現在）

種類 国／地域名 時価合計（円） 投資比率(％)

コール・ローン、その他資産（負債控除後） 62,769,458,411 100.00

純資産総額 62,769,458,411 100.00

（注）投資比率は、純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率です。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（平成29年2月28日現在）

順

位

国/

地域

名

種類 銘柄名 業種 数量

簿価

単価 簿価金額

評価

単価 評価金額

投資

比率

（口） （円） （円） （円） （円） （％）

1
アメ

リカ

投資信託

受益証券

SPDRブルームバーグ・バークレ

イズ・ハイ・イールド債券ETF
― 81,215 4,160.34 337,882,371 4,188.35 340,157,462 99.35

2 日本
親投資信託

受益証券
短期国債マザーファンド ― 49,116 1.0172 49,960 1.0172 49,960 0.02

投資比率：合計 99.37

（注１）全銘柄について記載しています。

（注２）投資比率は、純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

（注３）平成29年2月28日のわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算しています。

種類別及び業種別投資比率

国内／外国 種類 業種 投資比率(％)

外国 投資信託受益証券 ― 99.35

国内 親投資信託受益証券 ― 0.02

　合　計 99.37

（注１）投資比率は、純資産総額に対する当該種類の評価金額の比率です。

（注２）平成29年2月28日のわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算しています。

②【投資不動産物件】

該当する事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当する事項はありません。

＜参考情報＞

親投資信託受益証券（短期国債マザーファンド）

①投資有価証券の主要銘柄

該当する事項はありません。
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②投資不動産物件

該当する事項はありません。

③その他投資資産の主要なもの

該当する事項はありません。

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成29年2月28日及び同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次の通り

です。

特定期間 計算期間・月末 純資産総額（円）
１口当たりの

純資産額（円）

第1特定期間
自平成23年 9月15日

至平成24年 2月20日

分配付：

分配落：

39,581,432

39,361,518

分配付：

分配落：

1.0799

1.0739

第2特定期間
自平成24年 2月21日

至平成24年 8月20日

分配付：

分配落：

83,067,890

82,605,726

分配付：

分配落：

1.0784

1.0724

第3特定期間
自平成24年 8月21日

至平成25年 2月20日

分配付：

分配落：

184,101,900

183,247,949

分配付：

分配落：

1.2935

1.2875

第4特定期間
自平成25年 2月21日

至平成25年 8月20日

分配付：

分配落：

344,580,175

342,978,277

分配付：

分配落：

1.2906

1.2846

第5特定期間
自平成25年 8月21日

至平成26年 2月20日

分配付：

分配落：

426,952,803

425,136,624

分配付：

分配落：

1.4105

1.4045

第6特定期間
自平成26年 2月21日

至平成26年 8月20日

分配付：

分配落：

494,669,563

492,939,020

分配付：

分配落：

1.4292

1.4242

第7特定期間
自平成26年 8月21日

至平成27年 2月20日

分配付：

分配落：

493,531,121

491,969,484

分配付：

分配落：

1.5802

1.5752

第8特定期間
自平成27年 2月21日

至平成27年 8月20日

分配付：

分配落：

502,265,636

500,650,550

分配付：

分配落：

1.5549

1.5499

第9特定期間
自平成27年 8月21日

至平成28年 2月22日

分配付：

分配落：

340,300,790

338,935,252

分配付：

分配落：

1.2460

1.2410

第10特定期間
自平成28年 2月23日

至平成28年 8月22日

分配付：

分配落：

353,615,845

352,214,137

分配付：

分配落：

1.2614

1.2564

第11特定期間
自平成28年 8月23日

至平成29年 2月20日

分配付：

分配落：

340,496,193

339,307,131

分配付：

分配落：

1.4318

1.4268

平成28年 2月末日 347,323,155 1.2755

3月末日 355,794,862 1.3155

4月末日 359,103,485 1.3210

5月末日 363,209,891 1.3362

6月末日 345,168,845 1.2439

7月末日 357,029,000 1.2838

8月末日 366,685,097 1.2942

9月末日 360,361,159 1.2630

10月末日 369,814,222 1.3030

11月末日 406,366,649 1.3852

12月末日 391,030,861 1.4560

平成29年 1月末日 340,378,053 1.4365

2月末日 342,371,533 1.4321
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②【分配の推移】

特定期間 計算期間 一口当たりの分配金

第1特定期間
自平成23年 9月15日

至平成24年 2月20日
0.0240円

第2特定期間
自平成24年 2月21日

至平成24年 8月20日
0.0360円

第3特定期間
自平成24年 8月21日

至平成25年 2月20日
0.0360円

第4特定期間
自平成25年 2月21日

至平成25年 8月20日
0.0360円

第5特定期間
自平成25年 8月21日

至平成26年 2月20日
0.0360円

第6特定期間
自平成26年 2月21日

至平成26年 8月20日
0.0340円

第7特定期間
自平成26年 8月21日

至平成27年 2月20日
0.0300円

第8特定期間
自平成27年 2月21日

至平成27年 8月20日
0.0300円

第9特定期間
自平成27年 8月21日

至平成28年 2月22日
0.0300円

第10特定期間
自平成28年 2月23日

至平成28年 8月22日
0.0300円

第11特定期間
自平成28年 8月23日

至平成29年 2月20日
0.0300円

（注）各特定期間中の分配金の合計です。

③【収益率の推移】

特定期間 計算期間 収益率

第1特定期間
自平成23年 9月15日

至平成24年 2月20日
9.9％

第2特定期間
自平成24年 2月21日

至平成24年 8月20日
3.3％

第3特定期間
自平成24年 8月21日

至平成25年 2月20日
23.8％

第4特定期間
自平成25年 2月21日

至平成25年 8月20日
2.5％

第5特定期間
自平成25年 8月21日

至平成26年 2月20日
12.2％

第6特定期間
自平成26年 2月21日

至平成26年 8月20日
3.9％

第7特定期間
自平成26年 8月21日

至平成27年 2月20日
12.8％

第8特定期間
自平成27年 2月21日

至平成27年 8月20日
0.3％

第9特定期間
自平成27年 8月21日

至平成28年 2月22日
△18.2％
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第10特定期間
自平成28年 2月23日

至平成28年 8月22日
3.6％

第11特定期間
自平成28年 8月23日

至平成29年 2月20日
16.1％

（注）各特定期間の収益率は、期間中の分配金を加算した特定期間末の基準価額から前特定期間末の分配落

基準価額（設定時は当初元本額）を控除した額を、前特定期間末の分配落基準価額（同）で除して得

た数に100を乗じて得た数です。

（４）【設定及び解約の実績】

特定期間 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済口数（口）

第1特定期間
自平成23年 9月15日

至平成24年 2月20日
45,970,288 9,317,863 36,652,425

第2特定期間
自平成24年 2月21日

至平成24年 8月20日
88,378,313 48,003,271 77,027,467

第3特定期間
自平成24年 8月21日

至平成25年 2月20日
120,174,204 54,876,451 142,325,220

第4特定期間
自平成25年 2月21日

至平成25年 8月20日
281,624,085 156,966,196 266,983,109

第5特定期間
自平成25年 8月21日

至平成26年 2月20日
191,428,256 155,714,713 302,696,652

第6特定期間
自平成26年 2月21日

至平成26年 8月20日
173,805,965 130,393,924 346,108,693

第7特定期間
自平成26年 8月21日

至平成27年 2月20日
144,099,106 177,880,258 312,327,541

第8特定期間
自平成27年 2月21日

至平成27年 8月20日
193,559,146 182,869,453 323,017,234

第9特定期間
自平成27年 8月21日

至平成28年 2月22日
71,153,950 121,063,577 273,107,607

第10特定期間
自平成28年 2月23日

至平成28年 8月22日
34,238,939 27,004,876 280,341,670

第11特定期間
自平成28年 8月23日

至平成29年 2月20日
58,216,372 100,745,505 237,812,537

（注１）日本国外における設定、解約はありません。

（注２）第１特定期間の設定口数は、当初募集期間の設定口数を含みます。
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（参考情報）運用実績
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】
＜訂正前＞

1)～4) ＜略＞

5)　償還乗換えでこのファンドをお申込みになる場合には､当該償還金額の範囲内（単位型証券投資信

託にあっては､当該償還金額と元本のいずれか大きい額とします｡）で取得する口数に係る申込手

数料を無料とします｡

＜訂正後＞

1)～4) ＜略＞

２【換金（解約）手続等】
＜訂正前＞

1)～7) ＜略＞

8)　販売会社により､買取請求の取扱いを行う場合がありますが､詳しくは販売会社までお問合せ下さ

い｡

＜訂正後＞

1)～7) ＜略＞

３【資産管理等の概要】
（１）【資産の評価】

＜訂正前＞

1)～2) ＜略＞

3)　基準価額の公表

基準価額は､販売会社でご確認いただけます｡

また､原則として､計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます｡

なお､下記においてもご照会いただけます｡

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

電話番号　03－4530－7333

（受付時間：原則として委託会社の毎営業日午前9時～午後5時）

ホームページアドレス：www.ssga.coｍ/jp

＜訂正後＞

1)～2) ＜略＞

3)　基準価額の公表

基準価額は、販売会社にてご確認いただけるほか、原則として翌日付の日本経済新聞朝刊の

「オープン基準価格」の紙面に、「USハイ債券」として掲載されます。

委託会社に対する照会は下記においてできます。

＜照会先＞

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

電話番号　03－4530－7333

（受付時間：原則として委託会社の毎営業日午前9時～午後5時）

ホームページアドレス：www.ssga.coｍ/jp

（５）【その他】

＜訂正前＞

1)～4) ＜略＞

5) 運用報告書の交付（信託約款第55条)

＜略＞

6) ＜略＞
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7) 募集・売出し契約の変更

委託会社と販売会社との間の募集・売出し契約は､当事者の別段の意思表示のない限り､1年ごとに

自動的に更新されます｡募集・売出し契約は､当事者間の合意により変更することができます｡その

終了または変更は､必要に応じて運用報告書に記載する等の方法により受益者に対し通知を行う手

配をしますが､必ずしもただちに受益者全員にこれを知らせるものではありません｡

＜訂正後＞

1)～4) ＜略＞

5) 運用報告書の交付

＜略＞

6) ＜略＞

7) 関係法人との契約の更改に関する手続き等

委託会社と販売会社との間で締結する「募集・販売等に関する契約」（別の名称で同様の権利義務

を規定する契約を含みます。）は、契約期間満了3ヶ月前までに、別段の意思表示のない限り、原

則として1年毎に自動的に更新されるものとします。

４【受益者の権利等】
＜訂正前＞

① 受益権

当ファンドの受益者は､委託会社の指定する受益権取得申込者とし､信託約款第6条の規定により分割

された受益権は､その取得申込口数に応じて取得申込者に帰属します(信託約款第5条)｡当ファンドの

受益権は､信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません(信託約款第8条)｡

② 収益分配金､償還金および一部解約金の支払い

1)～8) ＜略＞

③ 議決権､受益者集会に関する権利

受益者には､議決権､受益者集会に関する権利はありません｡

④ 帳簿閲覧謄写請求権

＜訂正後＞

委託会社の指図に基づく行為によりファンドに生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。

当ファンドの受益権は、信託の日時を異にすることにより差異が生ずることはありません。

受益者の有する主な権利は次の通りです。

① 収益分配金､償還金および一部解約金の支払い

1)～8) ＜略＞

② 帳簿閲覧・謄写請求権

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧または

謄写を請求することができます。
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第３【ファンドの経理状況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします｡

＜訂正・更新後＞

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

（２）当ファンドの計算期間は6ヶ月未満であるため、財務諸表は6ヶ月毎に作成しております。

（３）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当特定期間(平成28年8月23日から平成29

年2月20日まで)の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けております。
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１【財務諸表】

ステート・ストリートＵＳハイ・イールド債券オープン

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

前期

（平成28年 8月22日現在）

当期

（平成29年 2月20日現在）

資産の部

流動資産

預金 1,024,508 2,360,067

金銭信託 6,077 3,123

コール・ローン 2,246,709 5,885,497

投資信託受益証券 350,475,180 332,574,551

親投資信託受益証券 49,990 49,960

派生商品評価勘定 2,023 6,878

流動資産合計 353,804,487 340,880,076

資産合計 353,804,487 340,880,076

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 8 1,108

未払収益分配金 1,401,708 1,189,062

未払解約金 977 215,687

未払受託者報酬 10,425 9,281

未払委託者報酬 173,762 154,705

未払利息 6 17

その他未払費用 3,464 3,085

流動負債合計 1,590,350 1,572,945

負債合計 1,590,350 1,572,945

純資産の部

元本等

元本 ※１　280,341,670 ※１　237,812,537

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 71,872,467 101,494,594

(分配準備積立金) 23,071,588 16,647,139

元本等合計 352,214,137 339,307,131

純資産合計 352,214,137 339,307,131

負債純資産合計 353,804,487 340,880,076
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

前期

自 平成28年 2月23日

至 平成28年 8月22日

当期

自 平成28年 8月23日

至 平成29年 2月20日

営業収益

受取配当金 11,746,377 10,165,810

受取利息 108 115

有価証券売買等損益 42,040,486 3,988,828

為替差損益 △40,131,617 44,858,902

営業収益合計 13,655,354 59,013,655

営業費用

支払利息 210 912

受託者報酬 57,016 59,378

委託者報酬 950,306 989,588

その他費用 234,502 223,932

営業費用合計 1,242,034 1,273,810

営業利益 12,413,320 57,739,845

経常利益 12,413,320 57,739,845

当期純利益 12,413,320 57,739,845

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額 198,215 1,869,765

期首剰余金又は期首欠損金（△） 65,827,645 71,872,467

剰余金増加額又は欠損金減少額 9,688,723 21,587,455

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 9,688,723 21,587,455

剰余金減少額又は欠損金増加額 7,617,460 39,829,059

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 7,617,460 39,829,059

分配金 ※１　8,241,546 ※１　8,006,349

期末剰余金又は期末欠損金（△） 71,872,467 101,494,594
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　

１ 有価証券の評価基準及び評価

方法

投資信託受益証券及び親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあ

たっては、投資信託受益証券及び親投資信託受益証券の基準価額

に基づいて評価しております。

２ デリバティブ等の評価基準及

び評価方法

為替予約取引

　個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、原則として特定期間末日の対顧客先物売買相場

において為替予約の受渡日の仲値が発表されている場合には当該

仲値、受渡日の仲値が発表されていない場合には発表されている

受渡日に最も近い前後二つの日の仲値をもとに計算しておりま

す。

３ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準

　外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」

（平成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取引発生時の外

国通貨の額をもって記録する方法を採用しております。但し、同

第61条に基づき、外国通貨の売却時において、当該外国通貨に加

えて、外貨建資産等の外貨基金勘定及び外貨建各損益勘定の前日

の外貨建純資産額に対する当該売却外国通貨の割合相当額を当該

外国通貨の売却時の外国為替相場等で円換算し、前日の外貨基金

勘定に対する円換算した外貨基金勘定の割合相当の邦貨建資産等

の外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相殺した差額を為

替差損益とする計理処理を採用しております。

　

計算期間

　平成28年8月20日が休日のため、当特定期間は平成28年8月23日

から平成29年2月20日までとなっております。

（貸借対照表に関する注記）

区　分
前期

（平成28年 8月22日現在）

当期

（平成29年 2月20日現在）

１ 期首元本額 273,107,607円 280,341,670円

期中追加設定元本額 34,238,939円 58,216,372円

期中一部解約元本額 27,004,876円 100,745,505円

２ 受益権の総数 280,341,670口 237,812,537口

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区　分

前期

自 平成28年 2月23日

至 平成28年 8月22日

当期

自 平成28年 8月23日

至 平成29年 2月20日
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１ 分配金の計算過程 （平成28年2月23日から平成28年3

月22日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,709,145円）、収益

調整金（156,256,458円）及び分配

準備積立金（22,028,383円）より分

配対象収益は179,993,986円（１万

口当たり6,655円）であり、うち

1,352,133円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年8月23日から平成28年9

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,526,751円）、収益

調整金（167,974,822円）及び分配

準備積立金（22,950,937円）より分

配対象収益は192,452,510円（１万

口当たり6,748円）であり、うち

1,425,806円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年3月23日から平成28年4

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（3,179,652円）、収益

調整金（157,590,561円）及び分配

準備積立金（22,169,335円）より分

配対象収益は182,939,548円（１万

口当たり6,724円）であり、うち

1,360,340円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年9月21日から平成28年

10月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,614,821円）、収益

調整金（167,110,867円）及び分配

準備積立金（22,201,134円）より分

配対象収益は190,926,822円（１万

口当たり6,757円）であり、うち

1,412,764円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年4月21日から平成28年5

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,551,525円）、収益

調整金（159,190,621円）及び分配

準備積立金（23,678,763円）より分

配対象収益は184,420,909円（１万

口当たり6,731円）であり、うち

1,369,859円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年10月21日から平成28年

11月21日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,738,746円）、収益

調整金（168,507,768円）及び分配

準備積立金（21,987,657円）より分

配対象収益は192,234,171円（１万

口当たり6,769円）であり、うち

1,419,916円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年5月21日から平成28年6

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,417,210円）、収益

調整金（159,675,538円）及び分配

準備積立金（23,376,413円）より分

配対象収益は184,469,161円（１万

口当たり6,733円）であり、うち

1,369,706円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

（平成28年11月22日から平成28年

12月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,741,397円）、収益

調整金（165,328,902円）及び分配

準備積立金（20,125,495円）より分

配対象収益は187,195,794円（１万

口当たり6,783円）であり、うち

1,379,821円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。
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（平成28年6月21日から平成28年7

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,651,692円）、収益

調整金（162,404,107円）及び分配

準備積立金（23,126,053円）より分

配対象収益は187,181,852円（１万

口当たり6,743円）であり、うち

1,387,800円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

　

（平成28年12月21日から平成29年

1月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,287,118円）、収益

調整金（141,859,602円）及び分配

準備積立金（16,943,646円）より分

配対象収益は160,090,366円（１万

口当たり6,789円）であり、うち

1,178,980円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（平成28年7月21日から平成28年8

月22日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,406,835円）、収益

調整金（164,610,539円）及び分配

準備積立金（23,066,461円）より分

配対象収益は189,083,835円（１万

口当たり6,744円）であり、うち

1,401,708円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

（平成29年1月21日から平成29年2

月20日までの計算期間）

計算期間末における費用控除後の

配当等収益（1,206,050円）収益調

整金（143,668,562円）及び分配準

備積立金（16,630,151円）より分配

対象収益は161,504,763円（１万口

当たり6,791円）であり、うち

1,189,062円（１万口当たり50円）

を分配金額としております。

　

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

　

１ 金融商品に対する取組方針 　当ファンドは証券投資信託として、有価証券等の金融商品への

投資並びにデリバティブ取引を信託約款に定める「運用の基本方

針」に基づき行っております。

２ 金融商品の内容及び当該金融

商品に係るリスク

　当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、デリバ

ティブ取引、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務でありま

す。当ファンドが保有する有価証券の詳細は「（4）附属明細

表」に記載しております。これらは、価格変動リスク、為替変動

リスク等の市場リスク及び信用リスクに晒されております。

　デリバティブ取引には、外貨建資産の為替変動リスクを回避す

るために利用している為替予約取引があり、為替変動リスク等の

市場リスク及びカウンターパーティーリスク等の信用リスクに晒

されております。
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３ 金融商品に係るリスク管理体

制

　運用部に属するポートフォリオ・マネージャーは約款に定める

運用方針に加え、内部ガイドラインを作成し、徹底したリスク管

理と厳格なポートフォリオ管理を行っております。また、業務管

理部の運用評価グループは、毎月パフォーマンス分析レポートを

作成し、月次収益率及び対ベンチマーク超過収益率の算出と要因

分析を行っております。さらに、コンプライアンス・リスクマネ

ジメント部では、全ファンドにおける運用ガイドライン遵守状況

を運用部から離れた立場で確認しており、投資政策委員会におい

て投資行動やパフォーマンスに関する運用の報告内容を確認する

とともに、毎月末の運用ガイドライン遵守状況等の確認をしてお

ります。

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

区　分
前期

（平成28年 8月22日現在）

当期

（平成29年 2月20日現在）

１ 貸借対照表計上

額、時価及びこれ

らの差額

　

　貸借対照表計上額は時価を計上し

ているため、その差額はありませ

ん。

　同左

２ 金融商品の時価の

算定方法

(1)有価証券及びデリバティブ取引

以外の金融商品　

有価証券及びデリバティブ取引以

外の金融商品については、短期間で

決済されることから、時価は帳簿価

額と近似しているため、当該金融商

品の帳簿価額を時価としておりま

す。

　

(1)有価証券及びデリバティブ取引

以外の金融商品　

同左

(2)有価証券

売買目的有価証券

「注記表（重要な会計方針に係る

事項に関する注記）」に記載してお

ります。

(2)有価証券

売買目的有価証券

同左

(3)デリバティブ取引

「注記表（デリバティブ取引等関

係に関する注記）」に記載しており

ます。

　

(3)デリバティブ取引

同左
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３ 金融商品の時価等

に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に

基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定

においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

「注記表（デリバティブ取引等関

係に関する注記）」におけるデリバ

ティブ取引に関する契約額等につい

ては、その金額自体がデリバティブ

取引に係る市場リスクを示すもので

はありません。

同左

（有価証券関係に関する注記）

売買目的有価証券 （単位：円）

前期

（平成28年 8月22日現在）

当期

（平成29年 2月20日現在）

種　類 最終計算期間の損益に

含まれた評価差額

最終計算期間の損益に

含まれた評価差額

投資信託受益証券 3,745,081 2,509,650

親投資信託受益証券 △5 △5

合計 3,745,076 2,509,645

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

取引の時価等に関する事項

通貨関連

（単位：円）

前期（平成28年 8月22日現在）

区　分 種　類 契 約 額 等 時　価 評価損益

うち1年超

市場取引

以外の取

引

為替予約取引

買建

アメリカ・ドル 665,000 ―　 667,015 2,015

合　　計 665,000 ―　 667,015 2,015

（単位：円）

当期（平成29年 2月20日現在）

区　分 種　類 契 約 額 等 時　価 評価損益

うち1年超

市場取引

以外の取

引

為替予約取引

買建

アメリカ・ドル 5,000,000 ―　 4,998,892 △1,108

売建

アメリカ・ドル 700,000 ―　 693,122 6,878

合　　計 5,700,000 ―　 5,692,014 5,770

(注)１．時価の算定方法
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(1)特定期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価してお

ります。

①特定期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されている場合は、当該為

替予約は当該仲値で評価しております。

②特定期間末日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下

の方法によっております。

・特定期間末日に為替予約の受渡日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されて

いる先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算しております。

・特定期間末日に為替予約の受渡日を超える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に

最も近い発表されている対顧客先物売買相場の仲値を用いております。

(2)特定期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、特定期間末日の対顧客

電信売買相場の仲値で評価しております。

２．換算において円未満の端数は切り捨てております。

３．契約額等及び時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。

４．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

前期

自 平成28年 2月23日

至 平成28年 8月22日

当期

自 平成28年 8月23日

至 平成29年 2月20日

該当する事項はありません。 同左

（１口当たり情報に関する注記）

前期

（平成28年 8月22日現在）

当期

（平成29年 2月20日現在）

1口当たり純資産額 1.2564円 1.4268円

（1万口当たり純資産額） （12,564円） （14,268円）

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

①　株式

該当する事項はありません。

②　株式以外の有価証券

種　類 通　貨 銘　柄 券面総額 評価額
備

考

投資信託

受益証券

アメリカ・

ドル

SPDRブルームバーグ・バー

クレイズ・ハイ・イールド

債券ETF

79,715 2,946,266.40

アメリカ・ドル　小計 79,715 2,946,266.40

(332,574,551)

投資信託

受益証券　小計

332,574,551

(332,574,551)

親投資信託受

益証券

円 短期国債マザーファンド 49,116 49,960

円　小計 49,116 49,960

(49,960)

親投資信託受益証券　小計 49,960

(0)
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合計 332,624,511

(332,574,551)

（注）１．通貨種類毎の小計欄の(　)内は、邦貨換算額であります。

２．合計金額欄の(　)内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。

３．投資信託受益証券及び親投資信託受益証券における券面総額は、証券数です。

外貨建有価証券の内訳

通　貨 銘　柄　数
組入投資信託受益証券

時価比率

有価証券の合計額に

対する比率

アメリカ・ドル 投資信託受益証券 1銘柄 100.0% 100.0%

（注）組入投資信託受益証券時価比率は時価の合計額に対する通貨毎の比率であります。

第２　信用取引契約残高明細表

該当する事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

「注記表（デリバティブ取引等関係に関する注記）」に記載しております。

＜参考＞

　当ファンドは「短期国債マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上さ

れた「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券であります。

　なお、同親投資信託の状況は次の通りであります。

「短期国債マザーファンド」の状況

以下に記載した情報は監査の対象外であります。

（1）貸借対照表 （単位：円）

区　分 注記

番号

（平成28年 8月22日現在） （平成29年 2月20日現在）

金　額 金　額

資産の部

流動資産

金銭信託 212,578,282 33,315,023

コール・ローン 78,587,244,483 62,777,815,245

流動資産合計 78,799,822,765 62,811,130,268

資産合計 78,799,822,765 62,811,130,268

負債の部

流動負債

未払利息 228,376 182,072

その他未払費用 104,198 32,354

流動負債合計 332,574 214,426

負債合計 332,574 214,426

純資産の部

元本等

元本 1 77,424,281,507 61,747,382,120

剰余金

剰余金又は欠損金（△） 1,375,208,684 1,063,533,722

元本等合計 78,799,490,191 62,810,915,842

純資産合計 78,799,490,191 62,810,915,842

負債純資産合計 78,799,822,765 62,811,130,268

（注）親投資信託の計算期間は、原則として、毎年4月16日から、翌年4月15日までであり、当ファンドの計算期間

と異なります。
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（2）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及び評価

方法

国債証券

　個別法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっ

ては、金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（但し、売気配

相場は使用しない）、又は価格情報会社の提供する価額等で評価

しております。

（貸借対照表に関する注記）

区　分 （平成28年 8月22日現在） （平成29年 2月20日現在）

１ 期首元本額 73,537,430,720円 77,424,281,507円

期中追加設定元本額 20,321,960,927円 17,621,187,193円

期中一部解約元本額 16,435,110,140円 33,298,086,580円

元本の内訳

ファンド名

短期国債ファンドＶＡ＜適格機関投

資家限定＞

69,221,020,513円 44,395,130,532円

ステート・ストリートＵＳハイ・

イールド債券オープン

49,116円 49,116円

ステートストリート・ゴールドファ

ンド（為替ヘッジあり）

98,252円 98,252円

米国株式インバースファンド（建玉

非調整型）／為替ヘッジあり＜適格

機関投資家限定＞

8,104,921,900円 12,035,353,265円

ステート・ストリート新興国債券イ

ンデックス・オープン

19,637円 19,637円

米国ドル・インバースファンド（建

玉非調整型）＜適格機関投資家限定

＞

98,172,089円 5,316,731,318円

計 77,424,281,507円 61,747,382,120円

２ 受益権の総数 77,424,281,507口 61,747,382,120口

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

１ 金融商品に対する取組方針 　当ファンドは証券投資信託として、有価証券等の金融商品への

投資並びにデリバティブ取引を信託約款に定める「運用の基本方

針」に基づき行っております。
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２ 金融商品の内容及び当該金融

商品に係るリスク

　当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・

ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。当ファンドが保有

する有価証券の詳細は「（3）附属明細表」に記載しておりま

す。これらは、価格変動リスク等の市場リスク及び信用リスクに

晒されております。

３ 金融商品に係るリスク管理体

制

　運用部に属するポートフォリオ・マネージャーは約款に定める

運用方針に加え、内部ガイドラインを作成し、徹底したリスク管

理と厳格なポートフォリオ管理を行っております。また、業務管

理部の運用評価グループは、毎月パフォーマンス分析レポートを

作成し、月次収益率及び対ベンチマーク超過収益率の算出と要因

分析を行っております。さらに、コンプライアンス・リスクマネ

ジメント部では、全ファンドにおける運用ガイドライン遵守状況

を運用部から離れた立場で確認しており、投資政策委員会におい

て投資行動やパフォーマンスに関する運用の報告内容を確認する

とともに、毎月末の運用ガイドライン遵守状況等の確認をしてお

ります。

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

区　分 （平成28年 8月22日現在） （平成29年 2月20日現在）

１ 貸借対照表計上

額、時価及びこれ

らの差額

　貸借対照表計上額は時価を計上し

ているため、その差額はありませ

ん。

　同左

２ 金融商品の時価の

算定方法

(1)有価証券及びデリバティブ取引

以外の金融商品　

有価証券及びデリバティブ取引以

外の金融商品については、短期間で

決済されることから、時価は帳簿価

額と近似しているため、当該金融商

品の帳簿価額を時価としておりま

す。

(1)有価証券及びデリバティブ取引

以外の金融商品　

同左

(2)有価証券

売買目的有価証券

「注記表（重要な会計方針に係る

事項に関する注記）」に記載してお

ります。

(2)有価証券

売買目的有価証券

同左

(3)デリバティブ取引

該当する事項はありません。

(3)デリバティブ取引

同左
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３ 金融商品の時価等

に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に

基づく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定

においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

　

同左

（有価証券関係に関する注記）

売買目的有価証券

該当する事項はありません。

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

該当する事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）

自 平成27年 8月21日

至 平成28年 8月22日

自 平成28年 8月23日

至 平成29年 2月20日

該当する事項はありません。 同左

（１口当たり情報に関する注記）

（平成28年 8月22日現在） （平成29年 2月20日現在）

1口当たり純資産額 1.0178円 1.0172円

（1万口当たり純資産額） （10,178円） （10,172円）

（3）附属明細表

第１　有価証券明細表

①　株式

該当する事項はありません。

②　株式以外の有価証券

該当する事項はありません。

第２　信用取引契約残高明細表

該当する事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当する事項はありません。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

（平成29年2月28日現在）

Ⅰ 資産総額 343,612,612円

Ⅱ 負債総額 1,241,079円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 342,371,533円

Ⅳ 発行済口数 239,073,066口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.4321円

＜参考情報＞

親投資信託受益証券（短期国債マザーファンド）

（平成29年2月28日現在）

Ⅰ 資産総額 62,809,674,351円

Ⅱ 負債総額 40,215,940円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 62,769,458,411円

Ⅳ 発行済口数 61,708,058,486口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0172円

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

44/77



第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします｡

＜訂正・更新後＞

１【委託会社等の概況】

(1) 資本金の額（本書提出日現在）

① 資本金の額

委託会社の資本金の額は金3億1千万円です｡

② 発行する株式の総数

委託会社の発行する株式の総数は6,200株です｡

③ 発行済株式の総数

委託会社の発行済株式総数は6,200株です｡

④ 最近5年間における主な資本金の額の増減

該当事項はありません｡

(2) 委託会社の機構

① 会社の意思決定機構

取締役会は、委託会社の業務執行の基本方針を決定します。代表取締役社長は、委託会社を代表

し、全般の業務執行について指揮統括します。取締役は、委嘱された業務の執行にあたり、また、

代表取締役社長に事故があるときにその職務を代行します。監査役は、委託会社の会計監査および

業務監査を行います。各部には、部長をおき、部長は、代表取締役社長または取締役の命を受け、

所属員を指揮監督し、部の業務を統括します。

② 投資運用の意思決定機構

1) 運用基本方針の決定

投資政策委員会で､投資対象地域経済､産業､政治について更に精緻に分析を行い､投資対象企業､

債券を様々な面より分析しつつ､基本的な運用方針を決定します｡

2) 運用実施計画の作成

ファンド・マネージャーは決定された運用基本方針に基づいて､具体的な銘柄選択と運用実施計

画を作成します｡

3) 運用の実行

ファンド・マネージャーは運用計画に基づいて､組入有価証券の売買等を指図します｡

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は､証券投資信託の設定を

行うとともに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています｡また

金融商品取引法に定める投資助言業､第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業を行っています｡

平成29年3月31日現在､委託会社の運用する証券投資信託は､合計129本であり､その純資産総額は1,268,094

百万円です(親投資信託を除く､公募投資信託および私募投資信託の合計値です｡)｡
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３【委託会社等の経理状況】

１．委託会社であるステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社（以下「委託会社」とい

います。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８

月６日内閣府令第52号）により作成しております。

また、委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規制」（昭

和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）により作成しております。

２．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期事業年度（平成27年４月１日か

ら平成28年３月31日まで）の財務諸表ならびに第20期事業年度の中間会計期間（平成28年４月１日から

平成28年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。
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１．財務諸表

（１）【貸借対照表】

（単位 ： 千円）

期　　　　 別 前事業年度 当事業年度

（平成27年3月31日現在） （平成28年3月31日現在）

科　　　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（資産の部） 　 　 ％ 　 　 ％

流動資産

　 預金 8,366,245 　 6,002,331 　

　 有価証券 38,658 　 　6,448 　

　 差入保証金 61,568 　 - 　

　 前払金 34,267 　 94,019 　

　 前払費用 16,572 　 19,057 　

　 未収入金 631,179 　 527,437 　

　 未収委託者報酬 620,043 　 544,116 　

　 未収収益 20,425 　 28,476 　

　 繰延税金資産 89,899 　 969,336 　

　 流動資産計 9,878,861 97.4 8,191,223 74.4

固定資産

　 有形固定資産 　 153,132 130,133 　

　 建物附属設備 ※１ - 103,983

　 器具備品 ※１ 302 22,098

　 リース資産 ※１ 6,365 4,051

　 建設仮勘定 146,463 -

　 無形固定資産 　 804 　 　 201

　 ソフトウェア ※２ 804 　 　 201

　 投資その他の資産 　 　 108,598 　 　 2,686,381

　 長期差入保証金 80,034 　 　 75,114

　 繰延税金資産 23,714 　 　 2,606,416

　 その他投資 　4,850 　 　 4,850

　 固定資産計 　 262,535 2.6 　 2,816,715 25.6

資産合計 　 10,141,396 100.0 　 11,007,938 100.0

（単位 ： 千円）

期　　　　 別 前事業年度 当事業年度

（平成27年3月31日現在） （平成28年3月31日現在）

科　　　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比

（負債の部） 　 　 ％ 　 　 ％

流動負債

　 預り金 　35,845 　 　 　59,514

　 未払金 　560,375 　 　 　586,597

　 未払手数料 　135,048 　 　 　112,932 　

　 その他未払金 　425,326 　 　 　473,664 　

　 未払費用 　11,999 　 　 　1,560

　 未払法人税等 154,604 　 　 3,917,946

　 未払消費税等 　89,514 　 　 　 39,613

　 賞与引当金 　53,368 　 　 　58,531
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　 リース債務 　 - 　 　 　1,861

　 流動負債計　 　905,707 8.9 　 4,665,626 42.4

固定負債 　 　

　 退職給付引当金 　 　 58,673 　 　 　73,140 　

　 長期リース債務 　 　 6,502 　 　 　 2,834 　

　 　 固定負債計　 65,175 0.6 　 　75,974 0.7

負債合計 　 970,883 9.6 　 4,741,600 43.1

（純資産の部） 　 　 ％ 　 　 ％

株主資本 　 　 9,170,513 90.4 　 6,266,337 56.9

　 資本金 　 　310,000 　 310,000 　 　

　 利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　 利益準備金 　 　77,500 　 　 77,500 　 　

　 その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　 　別途積立金 　 　31,620 　 　 31,620 　 　

　 　繰越利益剰余金 　 8,751,393 　 　 5,847,217 　 　

純 資 産 合 計 　 　 9,170,513 90.4 　 6,266,337 56.9

負 債 ・ 純 資 産 合 計 　 10,141,396 100.0 　 11,007,938 100.0

（２）【損益計算書】

（単位 ： 千円）

期　　　　 別 前事業年度 当事業年度

　 自 平成26年4月 1日 自 平成27年4月 1日

至 平成27年3月31日 至 平成28年3月31日

科　　　　 目 金　　額 構成比 金　　額 構成比

　 　 ％ 　 　 ％

営業収益 　 　 　 　 　 　

委託者報酬 　 2,546,857 　 　 2,509,890 　

投資顧問収入 　 1,644,728 　 　 1,578,998 　

その他営業収益 ※１ 　 37,200 　 　 155,119 　

営業収益計 　 4,228,786 100.0 　 4,244,008 100.0

営業費用 　 　 　 　 　 　

支払手数料 　 590,805 　 　 559,139 　

広告宣伝費 　 16,509 　 　 16,680 　

公告費 　 1,190 　 　 1,190 　

調査費 　 379,903 　 　 410,480 　

調査費　 257,107 　 　 265,829 　 　

委託調査費 120,214 　 　 142,735 　 　

図書費 2,581 　 　 1,915 　 　

委託計算費 　 166,328 　 　 151,283 　

営業雑経費 　 36,320 　 　 42,905 　

通信費 5,792 　 　 4,838 　 　

印刷費 7,774 　 　 11,461 　 　

協会費 10,010 　 　 10,719 　 　

諸会費 2,763 　 　 4,744 　 　

その他 9,978 　 　 11,140 　 　

営業費用計 　 1,191,058 28.2 　 1,181,679 27.8

一般管理費 　 　 　 　 　 　

給料 　 1,319,517 　 　 1,209,889 　
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役員報酬 337,945 　 　 289,386 　 　

給料・手当 689,216 　 　 689,687 　 　

賞与 257,155 　 　 187,055 　 　

賞与引当金繰入額 35,199 　 　 43,760 　 　

交際費 　 3,610 　 　 2,655 　

旅費交通費 　 32,522 　 　 27,724 　

租税公課 　 17,227 　 　 99,542 　

不動産賃借料 　 126,366 　 　 85,870 　

退職給付費用 　 57,683 　 　 80,570 　

固定資産減価償却費 　 16,581 　 　 25,224 　

福利厚生費 　 80,872 　 　 84,742 　

事務手数料 ※１ 　 84,588 　 　 522,979 　

諸経費 　 183,190 　 　 148,610 　

一般管理費計 　 1,922,160 45.5 　 2,287,811 53.9

営業利益 　 1,115,567 26.4 　 774,517 18.2

営業外収益 　 　 　 　 　 　

受取利息 　 0 　 　 0 　

有価証券運用益 　 678 　 　 - 　

雑収入 　 3,846 　 　 278 　

営業外収益計 　 4,525 0.1 　 278 0.0

営業外費用 　 　 　 　 　 　

支払利息 　 201 　 　 174 　

為替差損 　 2,420 　 　 2,081 　

有価証券運用損 　 - 　 　 1,242 　

雑損失 　 500 　 　 360 　

営業外費用計 　 3,122 0.1 　 3,858 0.1

経常利益 　 1,116,969 26.4 　 770,936 18.2

特別損失 　 　 　 　 　 　

固定資産減損損失 ※２ 　 95,541 　 　 　 - 　

固定資産除却損失 　 3,268 　 　 　- 　

事業再構築費用 　 - 　 　 101,509 　

事務処理損失 　 15,453 　 　 173 　

特別損失計 　 114,263 2.7 　 101,682 2.4

税引前当期純利益 　 1,002,706 23.7 　 669,254 15.8

法人税,住民税及び事業税 　 426,689 10.1 　 4,035,569 95.1

法人税等調整額 　 8,861 0.2 　 △3,462,138 △81.6

当期純利益 　 567,156 13.4 　 95,824 2.3

（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日) （単位：千円）

　

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本

準備金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 310,000 - - 77,500 31,620 8,184,237 8,293,357 8,603,357 8,603,357

当期変動額

　当期純利益 - - - - - 567,156 567,156 567,156 567,156
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当期変動額合計 - - - - - 567,156 567,156 567,156 567,156

当期末残高 310,000 - - 77,500 31,620 8,751,393 8,860,513 9,170,513 9,170,513

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日) （単位：千円）

　

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本

準備金

資本剰余金

合計

利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 310,000 - - 77,500 31,620 8,751,393 8,860,513 9,170,513 9,170,513

当期変動額

　剰余金の配当 - - - - - △3,000,000 △3,000,000 △3,000,000 △3,000,000

　当期純利益 - - - - - 95,824 95,824 95,824 95,824

当期変動額合計 - - - - - △2,904,175 △2,904,175 △2,904,175 △2,904,175

当期末残高 310,000 - - 77,500 31,620 5,847,217 5,956,337 6,266,337 6,266,337

[重要な会計方針]

1.有価証券の評価基

準及び評価方法

有価証券

売買目的有価証券

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（取得原価は移動平均法により算定）を採

用しております。

　

2.固定資産の減価償

却方法

(1) 有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物附属設備　　　　　9～10年

器具備品　　　　　　　3～ 7年

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっており

ます。

　

(2) 無形固定資産

定額法により償却しております。

なお、ソフトウェア (自社利用)については、社内における見込利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用しております。

　

3.外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。
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4.引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき

金額を計上しております。

　

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用

その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異

発生の翌事業年度に一括損益処理しております。

　

5.その他

財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(未適用の会計基準等)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）

　(1)概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上

の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会

計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能

性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、

企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲し

た上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金

資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたも

のであります。

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し）

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する

取扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

(2)適用予定日

平成２８年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用します。

(3)当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点

で評価中であります。

注記事項

（貸借対照表関係）
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前事業年度

(平成27年3月31日現在)

当事業年度

（平成28年3月31日現在）

※1. 有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備　　　　　　　　－

器 具 備 品　　　　 11,634千円

リース資産　　　　　　 578千円

※1. 有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備　　　 16,731千円　　

器 具 備 品　　　　17,133千円

リース資産　　　　　2,893千円

※2. 無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウエア　　 　 10,720千円

　

※2. 無形固定資産の減価償却累計額

ソフトウエア　　　 11,323千円

　

関係会社に係る注記

該当事項はありません。

関係会社に係る注記

同左

（損益計算書関係）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

※1．移転価格調整金の取り扱いに係る注記

当社とステート・ストリート・バンク・ アンド・

トラスト・カンパニーはグループ間移転価格調整の

方針に従って調整額を精算することとしておりま

す。当事業年度にステート・ストリート・バンク・

アンド・トラスト・カンパニーから当社に支払われ

た調整額24,014千円は、損益計算書のその他営業収

益に、また、当社がステート・ストリート・バン

ク・アンド・トラスト・カンパニーに支払った調整

額68,801千円は、損益計算書の事務手数料に含まれ

ております。

　

※1．移転価格調整金の取り扱いに係る注記

当社とステート・ストリート・バンク・ アンド・

トラスト・カンパニーはグループ間移転価格調整の

方針に従って調整額を精算することとしておりま

す。当事業年度にステート・ストリート・バンク・

アンド・トラスト・カンパニーから当社に支払われ

た調整額141,249千円は、損益計算書のその他営業収

益に、また、当社がステート・ストリート・バン

ク・アンド・トラスト・カンパニーに支払った調整

額519,485千円は、損益計算書の事務手数料に含まれ

ております。

　

※2．当事業年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しました。

　

-

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

東京都港区 旧本社 建物附属設備 95,541

　

旧本社については、本社移転の意思決定に伴い、

移転予定日以降、将来の使用が見込まれなくなった

ため、建物に付帯する資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特別

損失に計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額の算定は、使用価

値によっており、減損損失の認定時点から移転予定

時までの減価償却費相当額を使用価値としておりま

す。

　

関係会社に係る注記

該当事項はありません。

　

関係会社に係る注記

　同左

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日)

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

52/77



　 当事業年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末

発行済株式 6,200株 - - 6,200株

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日)

1. 発行済株式の総数に関する事項

当事業年度期首 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末

発行済株式 6,200株 - - 6,200株

2. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（決議）

　

株式の種類

　

配当金の

総額

1株あたり

の配当額

基準日

　

効力発生日

　

平成28年3月24日

取締役会

普通株式

　

3,000,000千円

　

483,870.96円

　

平成27年9月30日

　

平成28年3月25日

　

3. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの。

該当ありません。

（リース取引関係）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　

① リース資産の内容

社用車両であります。

　

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「2.固定資産の減却償却方法」に

記載の通りであります。

　

同左

（金融商品関係）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、投資運用業、投資助言業、第二種金融商品取引業及び第一種金融商品取引業を行っております。これ

らの事業を行うための資金運用については、短期的な預金等に限定し、資金調達については、現状必要性を想

定しておりません。

　

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

当社の営業債権である未収委託者報酬は、投資信託及び投資法人に関する法律により、信託銀行において分別

管理される信託財産のため、当該報酬は、計理上日々の未払委託者報酬として投資信託財産の負債項目に計上

されております。このため、顧客の信用リスクは限定されております。

同じく営業債権である未収投資顧問料は、概ね６か月以内に回収される債権であり、また顧客の業種等も多岐

にわたり分散されていることから、顧客の信用リスクは限定されております。

　

2. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

　

　 平成27年3月31日現在

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)預金 8,366,245 8,366,245 ―

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

53/77



(2)未収委託者報酬 620,043 620,043 ―

(3)未収入金 631,179 631,179 ―

(4)長期差入保証金 80,034 35,636 △44,398

(5)未払手数料 135,048 135,048　 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）預金

預金は、すべて満期のない預金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。

（2）未収委託者報酬、(3)未収入金及び(5)未払手数料

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4）長期差入保証金

原状回復費見積り額を控除した将来のキャッシュフローを賃貸借契約終了期日までの期間および信用リスク

などを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額　

償還予定までの期間が1年を超えるものはありません。

（注3）社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

記載すべき事項はありません。

平成28年3月31日現在

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)預金 6,002,331 6,002,331 ―

(2)未収委託者報酬 544,116 544,116 ―

(3)未収入金 527,437 527,437 ―

(4)長期差入保証金 75,114 45,594 △29,520

(5)未払手数料 112,932 112,932 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）預金

　　 預金は、すべて満期のない預金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。

（2）未収委託者報酬、(3)未収入金及び(5)未払手数料

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4）長期差入保証金

　　原状回復費見積り額を控除した将来のキャッシュフローを賃貸借契約終了期日までの期間および信用リスク

などを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

（注2）金銭債権の決算日後の償還予定額　

償還予定までの期間が1年を超えるものはありません。

（注3）社債、長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

記載すべき事項はありません。

（有価証券関係）

前事業年度

（平成27年3月31日現在）

当事業年度

（平成28年3月31日現在）

売買目的の有価証券

　 貸借対照表計上額　　　　　　38,658千円

　　当事業年度の損益

に含まれた評価差額 　　　　 △311千円

売買目的の有価証券

　 貸借対照表計上額　　　　　　 6,448千円

　　当事業年度の損益

　　に含まれた評価差額　　　　　1,448千円
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度

自　 平成26年4月 1日

至　 平成27年3月31日

当事業年度

自　 平成27年4月 1日

至　 平成28年3月31日

　

該当事項はありません。

　

　

同左

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

平成23年4月1日に確定給付企業年金制度（キャッシュ・バランス・プラン）、確定拠出年金制度を導入いたし

ました。また、平成12年9月29日より退職給付信託を設定しております。

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

平成23年4月1日に確定給付企業年金制度（キャッシュ・バランス・プラン）、確定拠出年金制度を導入いたし

ました。また、平成12年9月29日より退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

前事業年度

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日

退職給付債務の期首残高 　 391,473

勤務費用 46,659

利息費用 　　 3,914

数理計算上の差異の発生額 　△ 7,645

退職給付の支払額 　△ 8,106

　

退職給付債務の期末残高

　

　

　

　

　

426,295

　

　

　

（単位：千円）

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

退職給付債務の期首残高 　　426,295

勤務費用 46,270

利息費用 　　 4,262

数理計算上の差異の発生額 　　20,018

退職給付の支払額 △ 38,975

　

退職給付債務の期末残高

　 　

　

457,872

　

　

　

　

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

前事業年度

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日

年金資産の期首残高 　　 278,789
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期待運用収益 2,052

数理計算上の差異の発生額 △11,804

事業主からの拠出額 　　　50,203

退職給付の支払額 △ 8,106

　

年金資産の期末残高

　

　

311,134

　

　

（単位：千円）

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

年金資産の期首残高 　　　311,134

期待運用収益 2,295

数理計算上の差異の発生額 6,922

事業主からの拠出額 　　　 46,651

退職給付の支払額 △ 38,975

　

年金資産の期末残高

　

　

328,027

　

４. 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表　

（単位：千円）

前事業年度

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日

積立型制度の退職給付債務 　 426,295

年金資産 △311,134

　　 　　 　

　 115,161

非積立型制度の退職給付債務 　　　　 -

　　

未積立退職給付債務 　

115,161　　

未認識数理計算上の差異 △　4,158

未認識過去勤務費用 △ 52,329

　

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　

　

　

　

　

　　58,673

　

（単位：千円）

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

積立型制度の退職給付債務 　　457,872

年金資産 △328,027

　 　

　 129,844

非積立型制度の退職給付債務 　　　　 - 　　

未積立退職給付債務 　 129,844　　

未認識数理計算上の差異

未認識過去勤務費用

△ 13,096

△ 43,608
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貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　

　

　

　

　　

　73,140

　

　

５．退職給付費用の内訳

（単位：千円）

前事業年度

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日

退職給付費用

　

　

　

42,241

　

(1)勤務費用 46,659

(2)利息費用 3,914

(3)期待運用収益 （減算） 2,052

(4)過去勤務費用の費用処理額 8,721

(5)数理計算上の差異の費用処理額

　

△15,002

　

（単位：千円）

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

退職給付費用

　

61,118

　

(1)勤務費用 　 46,270

(2)利息費用 4,262

(3)期待運用収益 （減算） 2,295

(4)過去勤務費用の費用処理額 8,721

(5)数理計算上の差異の費用処理額　

　

　　4,158

　

６．年金資産に関する事項

前事業年度（平成27年3月31日現在）

①年金資産の内訳

保険資産（一般勘定） 97.5%

その他 2.5%

合計 100.0%

②長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

当事業年度（平成28年3月31日現在）

①年金資産の内訳

保険資産（一般勘定） 97.7%

その他 2.3%

合計 100.0%

②長期期待運用収益率の設定方法
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　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

７．退職給付債務等の計算基礎に関する事項

前事業年度

(平成27年3月31日現在)

(1)割引率

(2)長期期待運用収益率

(3)退職給付見込額の期間配分方法

(4)過去勤務費用の処理年数

(5)数理計算上の差異の処理年数

1.0%

0.75%

期間定額基準

発生時より 11年

1年

当事業年度

(平成28年3月31日現在)

(1)割引率

(2)長期期待運用収益率

(3)退職給付見込額の期間配分方法

(4)過去勤務費用の処理年数

(5)数理計算上の差異の処理年数

0.0%

0.75%

期間定額基準

発生時より 11年

1年

(注) 当事業年度の期首時点において適用した割引率は1.0％でありましたが、期末時点において割引率の再検討を

行った結果、割引率の変更により退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を0.0％に変更し

ております。

８．確定拠出制度

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

当社の確定拠出制度への要拠出額は15,442千円であります。

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

当社の確定拠出制度への要拠出額は15,211千円であります。

（税効果会計関係）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日
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1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（単位： 千円）

繰延税金資産（流動）

　 賞与引当金繰入超過額　　　　　　 14,194

　 未払事業税　　　　　　　　　　　 11,023

　 その他　　　　　　　　　　　　　 64,681

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金資産（流動）合計　　　　 89,899

　 繰延税金負債（流動）との相殺

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　-

―――――

繰延税金資産（流動）の純額　　　　 89,899

　　　　　　　　　　　　

繰延税金資産（固定）

　 退職給付引当金　　　　　　　　　 20,103

　 その他　　　　　　　　　　　　　　3,610

　 　　　　　　　　　　　　　　　―――――

　 繰延税金資産（固定）合計　　　　 23,714

繰延税金負債（固定）との相殺　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金資産（固定）の純額　　　　　23,714

繰延税金資産合計　　　　　　　　　 113,613

繰延税金負債（流動）

　 その他　　　　　　　 　　　　　　 　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金負債（流動）合計　　　　　　　-　

　 繰延税金資産（流動）との相殺　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金負債（流動）の純額　　　　　　　 -　

繰延税金負債（固定）

　 事業譲受に係る調整項目　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金負債（固定）合計　　　　　　　-　

　 繰延税金資産（固定）との相殺　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金負債（固定）の純額　　　　　　　 -　

繰延税金資産の純額　　　　　　　　 113,613

　　　　==========

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

（単位： 千円）

繰延税金資産（流動）

連結納税適用に伴う影響額　　　　647,569

　 未払事業税　　　　　　　　　　　236,325

　 賞与引当金繰入超過額　　　　　　 15,182

　 その他　　　　　　　　　　　　　 70,259

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金資産（流動）合計　　　　969,336

　 繰延税金負債（流動）との相殺

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　-

―――――

繰延税金資産（流動）の純額　　　　969,336

　　　　　　　　　　　　

繰延税金資産（固定）

連結納税適用に伴う影響額　　　2,575,170

　 退職給付引当金　　　　　　　　　 23,491

　 その他　　　　 　　　　　　　　　 7,754

　 　　　　　　　　　　　　　　　―――――

　 繰延税金資産（固定）合計　　　2,606,416

繰延税金負債（固定）との相殺　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金資産（固定）の純額　　　 2,606,416

繰延税金資産合計　　　　　　　　 3,575,752

繰延税金負債（流動）

　 その他　　　　　　　 　　　　　　 　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金負債（流動）合計　　　　　　　-　

　 繰延税金資産（流動）との相殺　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金負債（流動）の純額　　　　　　　 -　

繰延税金負債（固定）

　 事業譲受に係る調整項目　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

　 繰延税金負債（固定）合計　　　　　　　-　

　 繰延税金資産（固定）との相殺　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

繰延税金負債（固定）の純額　　　　　　　 -　

繰延税金資産の純額　　　　　　　　3,575,752

　　　　===========
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主要な項目別内

訳

法定実効税率　　　　　　　　　　　　 35.6%

交際費等永久に損金に

　　算入されない項目　　　　　　　　　7.5%

その他　　　　　　　　　　　　　　　　0.2%

　　　　　　　　　　　　　　　　―――――

税効果会計適用後の

　　法人税等の負担率　　　　 　　　 43.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　==========

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主要な項目別内

訳

法定実効税率　　　　　　　　　　　　33.0%

交際費等永久に損金に

　　算入されない項目　　　 　　　　　8.1%

税率変更差異　　　　　　　　 　　　 40.5%

その他　　　　　　　　　　　　　 　　3.8%

　　　　　　　　　　　　　　　 ―――――

税効果会計適用後の

　　法人税等の負担率　　　 　　　　 85.6%

　　　　　　　　　　　　　　　 ===========

（税率変更に伴う影響）

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の35.64％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.10％に、平

成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.34％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は9,318千円減少し、法人税

等調整額は9,318千円増加しております。

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の32.26％から、平成28年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.86％、平成

30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.62％となります。この税率変更

により、繰延税金資産は178,278千円減少し、法人税等調整額は178,278千円増加しております。

（企業結合関係等）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

　

該当事項はありません。

　

　

同左

　

（資産除去債務関係）

　

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

(1) 資産除去債務の概要

当社は、本社オフィス及びバックアップセンターの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係

る債務を資産除去債務として認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代

えて、不動産賃貸借契約に関する差入保証金および長期差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金

額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。
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(2) 資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を賃貸借契約期間と見積り、資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当事業年度における資産除去債務の総額の増減

当事業年度において、長期差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として算定した金額は

89,966千円であります。資産除去債務の総額は当事業年度において、資産除去費用の見積額の更新および本社オ

フィス移転に伴う新たな資産除去債務の発生により31,670千円増加しております。

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

(1) 資産除去債務の概要

当社は、本社オフィス及びバックアップセンターの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係

る債務を資産除去債務として認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代

えて、不動産賃貸借契約に関する長期差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積

り、そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。

(2) 資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を賃貸借契約期間と見積り、資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当事業年度における資産除去債務の総額の増減

当事業年度において、長期差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として算定した金額は

35,341千円であります。資産除去債務の総額は当事業年度において、資産除去費用の見積額の更新および旧オ

フィス賃借契約終了に伴う一部の資産除去債務の履行により54,624千円減少しております。

（セグメント情報）

1.セグメント情報

　当社は、投資運用業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

2.セグメント関連情報

1.商品及びサービスに関する情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省

略しております。

2.地域に関する情報

①営業収益

本邦に所在している顧客への収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

なお、委託者報酬については、制度上、顧客情報を知り得ないため、集計対象より除外しております。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

3.主要な顧客に関する情報

委託者報酬については、制度上、顧客情報を知り得ないため、記載を省略しております。

また、投資顧問料については、顧客との守秘義務契約により、開示が出来ないため、記載を省略しておりま

す。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

該当事項はありません。
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（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。

（関連当事者情報）

Ⅰ関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 同一の親会社を持つ会社

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

当事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

種　類 会社等の

名称

所在地 資本金

又は

出資金

事業の

内容

又は

職業

議決権の所

有 (被所有)

割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引

金額

(千円)

科目 期末

残高

(千円)
役員の

兼任等

事業上の

関係
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同一の親

会社を持

つ会社

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ・ﾊﾞﾝ

ｸ ・ ｱﾝ

ﾄﾞ ・ ﾄﾗｽ

ﾄ ・ ｶﾝﾊﾟ

ﾆｰ

米国

ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ

州ﾎﾞｽﾄﾝ市

29百万

米ドル

銀 行 、

投 資 顧

問 、 投

資 信 託

委 託 業

務 、 及

び そ れ

ら の 関

連業務

なし なし 助言などの

投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供並

びに受入れ

ソフトウェ

アの使用契

約

人件費等及

び事務手数

料の支払

ソフトウェア使

用料の支払

投資顧問料の支

払

人件費等の支払

事務手数料の受

取

事務手数料の支

払

162,092

107,442

286,824

24,014

84,588

未収入金

未払金

240,569

7,234

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ 信 託

銀行株式

会社

東京都港

区

25億円 銀行業 なし なし 投資信託計

理の事務ｻｰ

ﾋﾞｽの受入れ

兼職社員の

人件費支払

等

投資信託計理業

務委託

事務所賃借料の

支払

人件費等の支払

35,271

4,173

135,406

前払金 34,267

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ ・ ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ・ｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｽﾞ・ﾕﾅｲﾃ

ｯﾄﾞ･ｷﾝｸﾞ

ﾀﾞﾑ

英国

ﾛﾝﾄﾞﾝ

62百万ﾎﾟ

ﾝﾄﾞ

投 資 顧

問 、 投

資 信 託

委 託 業

務

なし なし 投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供並

びに受入れ

投資顧問料の受

取

投資顧問料の支

払

440

5,521

- -

ｽﾃｰﾄ･ｽﾄ

ﾘｰﾄ･ﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄ･S.A

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ

大公国

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ

市

12.5万

ユーロ

ｻｰ ビ ス

業

なし あり

当社代表

取締役が

非常勤取

締役に就

任

投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供

投資顧問料の受

取

66,188 - -

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ ・ ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ・ｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｽﾞ・ｼﾝｶﾞ

ﾎﾟｰﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

市

136万ｼﾝ

ｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞ

ﾙ

投 資 顧

問業

なし なし 投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供及

びＥＴＦ商

品の紹介

紹介料の受取 407 - -

(注)　　上記の金額のうち、ｽﾃｰﾄ・ｽﾄﾘｰﾄ信託銀行株式会社に関しましては、取引金額には消費税等が含まれてお

らず、期末残高には、消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

１． ソフトウェア使用料及び事務手数料については、グループ全体の費用を一定の基準で配分した金額に基づ

き決定しております。

２． 人件費及び事務所賃借料については、実際支払額を基として支払いを行っております。

３． 役務料については、当社との間で締結された役務提供契約に基づいて支払われております。

４． 投資顧問料については、当社との間で締結された投資顧問契約に記載された料率に基づいて計算されてお

ります。

５． ETF商品の紹介料については、当社との間で締結された役務提供契約に基づいて計算されております。

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

種　類 会社等の

名称

所在地 資本金

又は

出資金

事業の

内容

又は

職業

議決権の所

有 (被所有)

割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引

金額

(千円)

科目 期末

残高

(千円)
役員の

兼任等

事業上の

関係

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

63/77



同一の親

会社を持

つ会社

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ・ﾊﾞﾝ

ｸ ・ ｱﾝ

ﾄﾞ ・ ﾄﾗｽ

ﾄ ・ ｶﾝﾊﾟ

ﾆｰ

米国

ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ

州ﾎﾞｽﾄﾝ市

29百万

米ドル

銀 行 、

投 資 顧

問 、 投

資 信 託

委 託 業

務 、 及

び そ れ

ら の 関

連業務

なし なし 助言などの

投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供並

びに受入れ

ソフトウェ

アの使用契

約

人件費等及

び事務手数

料の支払

ソフトウェア使

用料の支払

投資顧問料の支

払

人件費等の支払

事務手数料の受

取

事務手数料の支

払

167,037

118,594

235,888

141,249

522,979

未収入金

未払金

228,410

205,912

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ 信 託

銀行株式

会社

東京都港

区

25億円 銀行業 なし なし 投資信託計

理の事務ｻｰ

ﾋﾞｽの受入れ

兼職社員の

人件費支払

等

投資信託計理業

務委託

人件費等の支払

38,211

133,176

前払金 94,019

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ ・ ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ・ｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｽﾞ・ﾕﾅｲﾃ

ｯﾄﾞ･ｷﾝｸﾞ

ﾀﾞﾑ

英国

ﾛﾝﾄﾞﾝ

62百万ﾎﾟ

ﾝﾄﾞ

投 資 顧

問 、 投

資 信 託

委 託 業

務

なし なし 投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供並

びに受入れ

投資顧問料の受

取

投資顧問料の支

払

399

10,659

- -

ｽﾃｰﾄ・ｽﾄ

ﾘｰﾄ ・ ｸﾞ

ﾛｰﾊﾞﾙ・ｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

ｽﾞ・ｼﾝｶﾞ

ﾎﾟｰﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

市

136万ｼﾝ

ｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞ

ﾙ

投 資 顧

問業

なし なし 投資顧問ｻｰ

ﾋﾞｽの提供及

び ＥＴＦ 商

品の紹介

紹介料の受取 290 - -

(注)　　上記の金額のうち、ｽﾃｰﾄ・ｽﾄﾘｰﾄ信託銀行株式会社に関しましては、取引金額には消費税等が含まれてお

らず、期末残高には、消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

１． ソフトウェア使用料及び事務手数料については、グループ全体の費用を一定の基準で配分した金額に基づ

き決定しております。

２． 人件費及び事務所賃借料については、実際支払額を基として支払いを行っております。

３． 役務料については、当社との間で締結された役務提供契約に基づいて支払われております。

４． 投資顧問料については、当社との間で締結された投資顧問契約に記載された料率に基づいて計算されてお

ります。

５． ETF商品の紹介料については、当社との間で締結された役務提供契約に基づいて計算されております。

Ⅱ親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

ステート・ストリート・コーポレーション（ニューヨーク証券取引所に上場）

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ・インク（非上場）

ステート・ストリート・グローバル･アドバイザーズ・インターナショナル・ホールディングス（非上場）

ステート・ストリート・グローバル･アドバイザーズ・ジャパン・ホールディングス合同会社（非上場）

（２）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日
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1株当たり純資産　　 1,479,115円06銭

1株当たり当期純利益　　91,476円79銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

　

1株当たり純資産　　 1,010,699円58銭

1株当たり当期純利益　　15,455円49銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

　

（注）　1株当たり当期純利益の算定基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度

自 平成26年4月 1日

至 平成27年3月31日

当事業年度

自 平成27年4月 1日

至 平成28年3月31日

当期純利益　(千円) 567,156 95,824

普通株主に帰属しない金額 - -

普通株式にかかる当期純利益　(千円) 567,156 95,824

期中平均株式数　(株) 　 6,200 　 6,200

（重要な後発事象）

前事業年度

自　平成26年4月 1日

至　平成27年3月31日

　

該当事項はありません。

当事業年度

自　平成27年4月 1日

至　平成28年3月31日

　

該当事項はありません。

(1) 中間貸借対照表

（単位：千円）

期　　別 第20期中間会計期間末

（平成28年9月30日現在）

科　　目 金額 構成比

（資　産　の　部） 　 　 %

流動資産

預金 2,406,597

有価証券 90,867

前払金 127,471

前払費用 17,048

未収入金 290,767

未収委託者報酬 538,329

未収収益 250,096

繰延税金資産 1,054,384

流動資産計 4,775,560 66.1

固定資産

有形固定資産 120,723

建物附属設備 ※１ 97,681

器具備品 ※１ 20,148

リース資産 ※１ 2,893

無形固定資産 0

ソフトウェア 0

投資その他の資産 2,328,593
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長期差入保証金 73,225

繰延税金資産 2,250,518

その他投資 4,850

固定資産計 　 2,449,317 33.9

資　産　合　計 7,224,878 100.0

（負　債　の　部） %

流動負債

預り金 25,306

未払金 387,676

未払手数料 109,598

その他未払金 278,078

未払費用 1,806

未払法人税等 1,078

未払消費税等 ※２ 20,978

賞与引当金 127,002

リース債務 1,890

流動負債計 565,739 7.8

固定負債

退職給付引当金 83,276

長期リース債務 1,881

　 固定負債計 85,158 1.2

負　債　合　計 650,898 9.0

（純　資　産　の　部） %

株主資本 6,573,979 91.0

資本金 310,000

利益剰余金 6,263,979

利益準備金 77,500

その他利益剰余金

　別途積立金 31,620

　繰越利益剰余金 6,154,859

純 資 産 合 計 6,573,979 91.0

負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,224,878 100.0

(2) 中間損益計算書

（単位：千円）

期　　別　 第20期中間会計期間

自 平成28年4月 1日

至 平成28年9月30日

科　　目 金額 構成比

%

営業収益

委託者報酬 1,078,266

投資顧問収入　　　　 694,359

その他営業収益　　　※1 29,879

営業収益計 1,802,505 100.0

営業費用・一般管理費

営業費用 549,040

支払手数料 237,136

その他営業費用　 311,904

一般管理費　　　　　※1 ※２ 918,065

営業費用・一般管理費計 1,467,106 81.4

営業利益 335,399 18.6

営業外収益 82,082 4.6

営業外費用 1,904 0.1

経常利益 415,577 23.1

特別損失 32,965 1.8
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税引前中間純利益 382,611 21.2

法人税,住民税及び事業税 △ 195,880 △ 10.9

法人税等調整額 270,849 15.0

中間純利益 307,642 17.1

(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間 （自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日) (単位：千円)

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 310,000 - - 77,500 31,620 5,847,217 5,956,337 6,266,337 6,266,337

当中間期変動額

　中間純利益 - - - - - 307,642 307,642 307,642 307,642

当中間期変動額合計 - - - - - 307,642 307,642 307,642 307,642

当中間期末残高 310,000 - - 77,500 31,620 6,154,859 6,263,979 6,573,979 6,573,979

[重要な会計方針]

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

1.資産の評価基準及び

評価方法

有価証券

売買目的有価証券

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（取得原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

2.固定資産の減価償却方法 (1) 有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物附属設備　　　　　9～10年

器具備品　　　　　　　　　7年

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

(2) 無形固定資産

定額法により償却しております。

なお、ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用

可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

　

3.外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。

　

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

67/77



4.引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当中

間会計期間に負担すべき金額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ

ております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用

その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異

発生の翌事業年度に一括費用処理しております。

　

5.その他中間

財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

(1) 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

当中間会計期間より、親会社であるステート・ストリート・グロー

バル・アドバイザーズ・ジャパン・ホールディングス合同会社を連

結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。　

[追加情報]

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28

日）を当中間会計期間から適用しております。

　

注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)

※1. 有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備　　　 23,033千円

器具備品　　　　　 19,084千円

リース資産　　　　　4,051千円

　

※2. 消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。

　

（中間損益計算書関係）

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日
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※1. 当社とステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニーはグループ間移転価格調

整の方針に従って調整額を精算することとしております。当中間会計期間に、ステート・スト

リート・バンク・アンド・トラスト・カンパニーから当社に支払われた調整額25,309千円は、そ

の他営業収益に、また、当社がステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー

に支払った調整額131,326千円は、一般管理費に含まれております。

　

※2. 減価償却実施額

有形固定資産　　　　 8,252千円

無形固定資産　　　　 　201千円

リース資産　　　　　 1,157千円

　

（中間株主資本等変動計算書関係）

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

　

株式の種類
当事業年度期首

株式数（株）

当中間会計期間

増加株式数（株）

当中間会計期間

減少株式数（株）

当中間会計期間末

株式数（株）

普通株式 6,200 ― ― 6,200
　
2. 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるも

の

（決議） 株式の種類 配当金の

総額

1株あたり

の配当額

基準日 効力発生日

平成28年12月22日

取締役会

普通

株式

995,862千円 160,622.90円 平成28年9月30日 平成28年12月26日

　

（リース取引）

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

社用車両であります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「2.固定資産の減価償却方法」に記載の通りであります。

（金融商品関係）

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日
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1.金融商品の時価等に関する事項

平成28年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであり

ます。

（単位：千円）

中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1)預金 2,406,597 2,406,597 ―

(2)未収入金 290,767 290,767 ―

(3)未収委託者報酬 538,329 538,329 ―

(4)長期差入保証金 73,225 45,493 △27,731

(5)未払手数料 109,598 109,598 ―

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)預金

預金は、すべて満期のない預金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。

(2)未収入金、(3)未収委託者報酬及び、(5)未払手数料

これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。

(4)長期差入保証金

原状回復費見積り額を控除した将来のキャッシュフローを賃貸借契約終了期日までの期間および信

用リスクなどを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

（有価証券関係）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)

売買目的の有価証券

貸借対照表計上額　　　　　　　　　　　　 90,867千円

当中間会計期間の損益に含まれた評価差額　　　490千円

　

（資産除去債務関係）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)

当中間会計期間において、長期差入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額として算

定した金額は35,341千円であります。資産除去債務の総額の期中における増減はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)
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（セグメント情報）

当社は、投資運用業の単一セグメントのため、記載を省略しております。

（セグメント関連情報）

1. 商品およびサービスごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超

えるため、記載を省略しています。

2. 地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦に所在している顧客への収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。なお、委託者報酬については、制度上、顧客情報を知り得ないため、

集計対象より除いております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を

超えるため、記載を省略しています。

3. 主要な顧客ごとの情報

委託者報酬については、制度上、顧客情報を知り得ないため、記載を省略しております。

また、投資顧問料については、顧客との守秘義務契約により、開示が出来ないため、記載を省

略しております。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

1株当たり純資産額　　1,060,319円34銭

1株当たり中間純利益　 　49,619円76銭

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

注）１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第20期中間会計期間

自　平成28年4月 1日

至　平成28年9月30日

中間純利益（千円） 307,642

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式にかかる中間純利益（千円） 307,642

期中平均株式数（株） 6,200

　

（その他）

第20期中間会計期間末

(平成28年9月30日現在)
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第20期(平成28年4月1日から平成29年3月31日まで)中間配当については、平成28年12月22日開催の

取締役会において、平成28年9月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議致しました。

① 中間配当金額の総額　　　　　　　　　　　　　　 995,862千円

② １株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　 160,622円90銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成28年12月26日

　

EDINET提出書類

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社(E12963)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

72/77



４【利害関係人との取引制限】

委託会社は､「金融商品取引法」の定めるところにより､利害関係人との取引について､次に掲げる行為が

禁止されています｡

①　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと（投

資者の保護に欠け､若しくは取引の公正を害し､又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないもの

として内閣府令で定めるものを除きます｡）｡

②　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと（投資者の保護に欠け､若しくは

取引の公正を害し､又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で定めるも

のを除きます｡）｡

③　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で､委託会社の親法人等

（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関係

を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます｡以下④⑤において同じ｡）又

は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と

密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます｡以下同じ｡）と有

価証券の売買その他の取引又は金融デリバティブ取引を行うこと｡

④　委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため､その行う投資運用業に関して運用の方針､運用財

産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと｡

⑤　上記③④に掲げるもののほか､委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって､投資者の保

護に欠け､若しくは取引の公正を害し､又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものとして内

閣府令で定める行為。

５【その他】

(1) 定款の変更

委託会社の定款変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

その他、営業譲渡および営業譲受、出資の状況その他の重要な事項は予定されておりません。

(2) 訴訟事件その他の重要事項

訴訟事件その他会社に重要な影響を与えることが予想される事実は存在しておりません。
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第２【その他の関係法人の概況】

以下は全文更新につき、訂正・更新後のものを記載いたします｡

＜訂正・更新後＞

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) 受託会社

① 名称

三井住友信託銀行株式会社

② 資本金の額

342,037百万円（平成28年3月末現在）

③ 事業の内容

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律(兼営法)に基づ

き信託業務を営んでいます。

（参考）再信託受託会社

名　　称：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額：51,000百万円（平成28年3月末現在)

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律(兼

営法)に基づき信託業務を営んでいます。

(2) 販売会社

①　名　　称 ②　資本金の額 ③　事業の内容

株式会社ＳＢＩ証券 47,937百万円

(平成28年3月末現在)

金融商品取引法に定める第一種金融商

品取引業を営んでいます｡

楽天証券株式会社 7,495百万円

(平成28年3月末現在)

金融商品取引法に定める第一種金融商

品取引業を営んでいます｡

カブドットコム証券株式会社 7,196百万円

(平成28年3月末現在)

金融商品取引法に定める第一種金融商

品取引業を営んでいます｡

マネックス証券株式会社 12,200百万円

(平成28年3月末現在)

金融商品取引法に定める第一種金融商

品取引業を営んでいます｡

髙木証券株式会社　 11,069百万円

(平成28年3月末現在)

金融商品取引法に定める第一種金融商

品取引業を営んでいます。

２【関係業務の概要】

(1) 受託会社

当ファンドの受託会社として、信託財産の保管・管理・計算、受益権の設定に係る振替機関への通

知、外国証券を保管・管理する外国の保管銀行への指図・連絡等を行います。

(2) 販売会社

当ファンドの販売会社として受益権の募集の取扱い等を行います｡

３【資本関係】

(1) 受託会社

該当事項はありません｡

(2) 販売会社

該当事項はありません｡
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独立監査人の監査報告書

平成29年４月５日

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

取　締　役　会　御　中

ＰＷＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士　　大畑　茂

業 務 執 行 社 員

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられているステート・ストリートＵＳハイ・イールド債券オープンの平成28年８月23日

から平成29年２月20日までの特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記

表並びに附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検

討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ステート・ストリートＵＳハイ・イールド債券オープンの平成29年２月20日現在の信託財産の状態

及び同日をもって終了する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行

社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

平成２８年７月７日

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士　櫻井　雄一郎　印

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士　伊 藤　雅 人　印

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うた
め、「委託会社等の経理状況」に掲げられているステート・ストリート・グローバル・アド
バイザーズ株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第１９期事業年
度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方
針及びその他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討すること
が含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社の平成２
８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券

報告書提出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
平成２８年１２月２６日

ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
公認会計士　櫻井　雄一郎　印

業　務　執　行　社　員

指定有限責任社員
公認会計士　伊藤　雅人　　印

業　務　執　行　社　員

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の

経理状況」に掲げられているステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社の平成２８年４月

１日から平成２９年３月３１日までの第２０期事業年度の中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年

９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性ついて意見表明する

ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案

するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関する内部統制を検討する。また、中間監査には、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の

表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社の平成２８年９月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）の経

営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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